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第 197 回沖縄県医師会定例代議員会　　　　　
－平成 24 年度事業計画、諸収支予算を承認－　　　　　　　

常任理事　真栄田　篤彦

　去る 3 月 29 日（木）午後 7 時 30 分より沖
縄県医師会館（3F ホール）において、第 197
回定例代議員会が開催された。
　まず、新垣代議員会議長より定足数の確認が
行われ、定数 58 名に対し、45 名の出席が確認
された。
　定款第 34 条に定める過半数に達しており、
本代議員会が有効に成立した旨宣言され、議
事録署名人に中部地区医師会の與那嶺吉正代議
員、南部地区医師会の嘉手苅勤代議員が指名さ
れた。
　冒頭宮城会長から次のとおり挨拶があった。

挨拶
○宮城会長

　皆さん、こんばんは。
本日は第 197 回定例代
議員会を開催いたしま
したところ、代議員各
位におかれましては、
年度末で非常にお忙し
い中を枉げてご出席い

ただきまして、衷心より厚く御礼申し上げます。
　去る 2 月 16 日の代議員会におきましては、
4 月からスタートする新執行部を選出していた
だき感謝申し上げます。会長に就任以来「地域
に根ざした活力ある医師会」をモットーに掲げ、
理事者の協力のもと、地区医師会との連携強化
を図り、地域住民から評価される地域医療の展
開を目指して会務運営に取り組んでまいりまし
た。4 期目も引き続き地区医師会との連携を保
ちながら沖縄の医療の向上のために努めていく
所存であります。
　また、この度の新公益法人制度改革に伴う新
法人への移行につきましては、本年 4 月 1 日
より一般社団法人としてスタートすべく沖縄県
に認可申請中でありましたが、おかげを持ちま
して 3 月 19 日付で正式に認可書が交付されま
した。
　4 月 1 日から一般社団法人への移行を機に、
沖縄県医師会の一層の活性化と連携強化に努め
てまいる所存でありますので、引き続きのご支
援・ご協力を賜りますようお願いいたします。
　後ほど、平成 24 年度の事業計画の中で、玉
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って任期満了となりますが、小渡敬副会長、大
山朝賢常任理事、當銘正彦理事、稲福豊監事に
おかれましては、今期限りで退任されることに
なりました。先生方には長年にわたり本会の会
務運営並びに事業推進にご尽力をいただいてお
り、この場をお借りして感謝申し上げる次第で
あります。今後とも、医師会の発展のため、ご
指導・ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げ、
挨拶とさせていただきます。最後までよろしく
お願いいたします。

　その後議事に移り、以下の議案について各担
当理事から説明され、全て原案通り承認された。
　第 1 号議案　平成 23 年度沖縄県医師会一般
　　　　　　　会計収支予算補正の件
　第 2 号議案　平成 24 年度沖縄県医師会事業
　　　　　　　計画の件　                  
　第 3 号議案　平成 24 年度沖縄県医師会諸会
　　　　　　　費賦課徴収の件　            
　第 4 号議案　平成 24 年度沖縄県医師会諸会
　　　　　　　費減免者の件
　第 5 号議案　平成 24 年度沖縄県医師会一般
　　　　　　　会計収支予算の件　          
　第 6 号議案　平成 24 年度沖縄県医師会医事
　　　　　　　紛争処理特別会計収支予算の件
　第 7 号議案　平成 24 年度沖縄県医師会会館
　　　　　　　建設特別会計収支予算の件
　第 8 号議案　平成 24 年度沖縄県地域産業保
　　　　　　　健センター事業特別会計収支予
　　　　　　　算の件
　第 9 号議案　平成 24 年度地域医療連携体制
　　　　　　　総合調整事業特別会計収支予算
　　　　　　　の件

　その他、当代議員会における質疑の要旨は次
のとおりである。

城副会長から具体的に説明をしていただきます
が、平成 24 年度も ｢ 地域医療再生 ｣ を最重点
課題として位置づけ、医療連携、医師確保対策
等をはじめ、諸事業を積極的に展開をして、地
域医療の充実・発展並びに医師会活動の活性化
につなげていきたいと考えております。
　特に県民医療を考えた場合、現在、中・南部
地域で問題となっている満床による入院患者が
受入困難な事態（救急の場合ですけれども）、
あるいは県立病院の運営のあり方等、もう一度、
問題の根本を見つめ直し、具体的な対策を講じ
る必要があると思っております。
　また、本年 4 月から実施される新たな沖縄振
興計画においては、本会よりいろいろ提案して
おりますが、「長寿復活と地域活性化並びに沖
縄メディカルアイランド構想」として、少子化
対策や過疎地域の活性化とともに、重粒子線装
置をはじめとする先端医療技術の導入等、医療
を通じた沖縄の成長が図られるよう提言してお
ります。平成 24 年度はこれらの提言の具体化
に種々取り組んでまいる所存でありますので、
代議員の先生方のご協力をお願い申し上げる次
第であります。
　さて、現在、我が国の医療界では、医師不足
をはじめ、診療科や医師の地域偏在、TPP 問
題等、いろいろな問題が山積しております。こ
れらの問題を 1 つ 1 つ解決していくためには、
我々医師会員が一丸となって行動を起こさなく
てはいけないと考えております。
　そのためには、来たる 4 月 1 日に開催される
日本医師会役員選挙において信任された役員に
対しては、オールジャパン体制で支援をして、
政府や関係機関へ提言していかなければなりま
せん。会員各位におかれましても、強い医師会
づくりのため、より一層のご協力を賜りますよ
うお願い申し上げます。
　本日は、4 月からの会務運営に関する重要な
議案を上程させていただいております。慎重に
ご審議の上、ご承認を賜りますようお願い申し
上げます。
　最後になりますが、本会役員は 3 月末日をも
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うするのかということである。定数を 100 増
やしたり、200 増やしたりというのは、すべて
県議会の承認を得ないといけない。病院事業局
は給与その他で年間 4 億円のお金を使う。数年
前にも独立行政法人がいいのではないかという
話をしたが、それを決めるのは県立病院の先生
方なので、定数が何名かということを私は何も
聞いてはいないが、福祉保健部部長、病院事業
局長が苦労しているのは聞いている。
　おそらく給与と収入の面から見て 111 名と
いう数字を出したのだと思う。例えば 500 名
の枠をもらって、それをどれぐらい使うかとい
う話ができるのかどうか、私もわからないが、
とにかく議会に申し込まないと何もできないと
いう事業形態を払拭できなければいけないと思
っている。
　我々から県立病院にこうしたほうがいいとい
うことは言えないので、話し合いはするが、結
局は県立病院の中で自分たちが県民に医療を提
供するためにどのような体制で、どのような方
向でいくかということを、この 1 年で模索され
ると思う。それに対する話し合いはしていこう
とは思う。

回答（真栄田常任理事）　　
　私は小児科医として、
大きな疾患を持った子
ども達の親御さんを束
ねている団体である沖
縄こども医療支援わら
びの会の理事長をやっ
ている。また、県医師

会の役職ということもあり、病院条例の改正を
求める陳情書を今回出した。県立病院の先生と
一緒になって文書を作って提出した。その結果、
非常に反応が良かったようで、嬉しく思う。ま
た、今後も陳情等について外と中と両方進めて
いければ有り難いと思う。

質疑応答（要旨掲載）
1．議事に関する質疑
○長嶺信夫代議員

　平成 24 年度沖縄県医
師会事業計画の地域医
療計画についての件で
意見を述べたいと思う。
　この 1 週間、皆さん新
聞を見てよくご存じと思
うが、県立病院の定員枠

問題について、今日の県議会で執行部案どおり通
った。
　この件に関して、ある病院長にいろいろ意見
を聞くと、結果的には県立病院院長と病院事業局
長、県総務部との間で意見が十分すり合わされな
い段階で議会に提案されたからこういうことにな
ったんだということであった。この件について、
県医師会がどの程度関与しているかということを
聞くと、残念ながらほとんど関与していないとの
こと。沖縄県公務員医師会も県医師会の構成団体
である。当問題は非常に重要なことであり、病院
長は特に定員枠が締められ、医師が十分採用でき
ない。職員も十分採用できない、そのために診療
制限があったり、空床にしなければならなくなっ
ている。こんな中で頑張っている。病院長側に対
して野党側は病院長の意見を尊重して何とかやろ
うと頑張っている。それに対して一度提案された
からには与党のほうは与党なりに、それを押し切
ろうとする。非常に残念な動きになっている。
　こういうのを県医師会が何らかの意味でサポ
ートして、もっといい方向へ進めるように今後
頑張ってほしいと思う。

回答（玉城副会長）
　県医師会が答えると
いうことではなさそう
であるが、一番のネッ
クは「県立病院」とい
うことである。3 年間
の 85 億円の繰入金は今
年で終わる。その後ど
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一番よくないというようなことを県行政にも強
く申し入れている。こういうことに関しては、
実は本当にモグラ叩きのように 1 つのところを
潰せば、また、別のところで顔を出す。しかも
別の医療機関にゲリラ的にお話をするというよ
うなことが、やはりこれまでも起きている。も
し、このようなことがあったら、ぜひ沖縄県医
師会にご一報いただければ、これに対して正式
に抗議する。
　沖縄県全体のことを考えて、県は判断してく
ださいということは常々言っている。今後もこ
のことに関しては、常々問題だと思っているの
で、医療機関や市町村でそういうようなことが
あるという情報があったら、是非ご一報いただ
ければ、それに対して毅然とした対応をしてい
くので、今後とも情報提供をよろしくお願いし
たい。

○中田安彦代議員　　
　第 5 号議案の平成 24 年度沖縄県医師会一般
会計収支予算について質問したい。職員退職金
は 2,308 万 1,000 円ということであるが、これ
は何人の退職金か。

回答（真栄田常任理事）
　職員 1 人の退職金であるが、勤続年数が 36
年にあたる職員である。

2．質問
「次期　日本医師会長選挙について」

（中部地区医師会：個人質問）
○中田安彦代議員

　日本医師会の次期会
長選挙について、原中
会長は会長選に再選を
目指して立候補する考
えを表明したが、同会
長選には既に京都府医
師会の森洋一会長が立

候補を表明、更に福岡県医師会の横倉義武日医
副会長も出馬し、三つ巴の争いとなる公算が高

○名嘉勝男代議員
　事業計画そのものに
ついての質問ではない
が、特定健診について、
県医師会のお考えをお
聞きしたい。
　特定健診については、
各自治体とも受診率を

上げるために非常に躍起になっているが、受診
率がなかなか上がらないため、常に病院を受診
している人や、治療を開始している人たちのデ
ータを提供できないかということで、自治体か
らアプローチがあり、医師会としてそれは本来
の特定健診の趣旨に反するということで断って
いるが、最近は、自治体が個別に個々の医療機
関を通して、データをもらえないかということ
で契約しているという話が聞こえる。それは単
に受診率を上げるためで、本来の特定健診の趣
旨から反するんじゃないかと思うが、県医師会
として実際に指導をやる考えはないか、お伺い
したい。

回答（玉井理事）
　今の名嘉先生のご指
摘は、私も大変問題だ
と思っている。自治体
や県行政から、診療所、
病院にかかっている方
たちのデータだけこの
用紙に書いてくれれば、

受診したということにさせていただく。文書提
供料として 3,000 円或いは 4,000 円とか、それ
ぐらいの値段で文書料を払わせていただくと
いうようなことを堂々と私のところに話をし
にくる。
　ただ、こういうことを許してしまえば、特定
健診の集合契約というものが瓦解する。今沖縄
県だけが完ぺきな集合契約をやっているので、
これが一部でも崩れてしまうと困るのは離島や
へき地である。そういうところが特定健診を受
診しにくい環境をつくってしまうということが
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諸問題解決と会内融和に粉骨砕身努力さ
れてこられたが、九医連としては日医を
さらに強くするため、次期はトップとし
て日医をリードして頂きたい。

②昨年 11 月から施行された改正定款諸規
定では会長は有効投票総数の 2 分の 1 以
上の得票数が必要となったことから次期
は 2 分の 1 以上の代議員の信任を受けた
会長を選出する必要がある。

③政治情勢政局が混とんとしている中、人
脈が豊かで各方面に柔軟に対応できる受
け皿が必要であり最適任者である。

　今回、横倉候補は、医師会の最も重要な役割
である地域医療の堅守と、地域の医療機関の連
携並びに適正な運営に取組むために、自分自身
がトップに立ちオールジャパン体制で速やかに
行動しなければならないとの強い決意を持って
立候補している。
　九州は一枚岩というのが九州ブロックの立場
であるので、沖縄県医師会は横倉先生一本で態
度を表明しておきたいと思う。

「沖縄県医師会執行部における女性理事枠の
新設に関して」

（那覇市医師会：個人質問）
○白井和美代議員　

　日本医師会では、第
3 次男女共同参画基本
計画の閣議決定を受け、
積極的改善措置（ポジ
ティブ・アクション）
の成果目標に ｢ 女性 1
割運動 ｣ を掲げ取り組

みを開始している。
　「女性 1 割運動」とは、平成 24 年度までに日
本医師会委員会委員に女性を最低 1 名登用、平
成 26 年度までに理事・監事に女性を最低 1 名、
常任理事に女性を最低 1 名登用し、役員の女性
の割合を 1 割にしようというものである。現執
行部では、ご存知のとおり保坂常任理事がご活
躍されておられるが、まだまだ女性の割合は少

いが、このことについて、沖縄県医師会として
投票行動も含めてどのようにお考えか、ご教示
願いたい。
　なお、この質問をしたのは、4 月 1 日に医師
会長選挙があるようであるが、一般会員ではあ
まり興味もないような雰囲気があるので、代議
員会において県医師会の日本医師会代議員の先
生方に意義というか、そういう話をしていただ
ければと思い、質問をさせていただいた。

回答（宮城会長）
　2 年前の代議員会でも浦添市医師会から、日
医会長選挙に対して沖縄県医師会はどういう対
応を取るのかという同様な質問があった。その
時に、過去に沖縄県医師会選出の日医代議員が
集まって、会長を誰にするかと話し合ったこと
はない。それぞれの日医代議員が個人で決める
と答えた。
　それと同時に、会長としてどうするのかとい
う質問があり、私は九州を大事にし、九州の立
場をとって活動をしたいという説明をした。そ
の時にそれが理解ができていなかったというの
は、九州が誰を推しているのかということをみ
んなが分かっていなかったので、私の立場が理
解できなかったということだったようである。
　今回もどうするのかということであるが、九
州から福岡の横倉先生が立候補を表明してお
り、去る 3 月 10 日に開催された九州医師会連
合会常任委員会・九州各県医師会次期日医代議
員協議会において、九医連として横倉先生を推
薦をするということを全会一致で決定し推薦状
を出した。そういう意味では、私としても横倉
先生を支持していきたいという立場を表明した
いと思う。
　日医代議員 4 人も、先ほど言ったように、過
去に話し合ったことはなかったが、今回の選挙
に関しては、九州から立候補しているというこ
とで、出来るだけ一致して横倉先生を推してい
ただきたいという話し合いをした。
　横倉先生の推薦理由は次の 3 点である。

① 1 年 10 カ月間副会長として日医内外の
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のは日本医師会と同様であると感じている。こ
れについては、女性医師側に努力不足の面が有
ることは充分承知しているところあるが、特に
家庭を持ち 1 人で多くの役割をこなす場合に
は、医師会活動への参加もままならないのは確
かである。
　しかし、今後増えていく女性医師に医師会活
動への理解、関与を求めることは非常に重要で
あると考えている。その第一歩として、県医師
会執行部に女性理事枠を新設して頂くことも 1
つの選択肢ではないかと考えご提案した。よろ
しくご検討のほどお願い申し上げる。

回答：（真栄田常任理事）
　女性理事枠の新設ということであるが、ご承
知のとおり、平成 24 年度の執行部は 2 月に開
催された代議員会において定款に定める定数
の 15 名が既に決定していることから、女性理
事枠を新設するためには定款の改正が必要とな
る。そのため、ご要望のある女性理事枠の新設
については、次回の役員改選の際に改めて検討
していきたいと思う。
　なお、沖縄県医師会理事の女性医師の登用に
ついては、平成 24 年度の新理事について各地
区医師会へ推薦をお願いしたところ、地区医師
会から女性理事を推薦したいということがあ
り、これは素晴らしいことだということで、沖
縄県医師会の執行部としても是非進めていただ
きたいとして、打診を行ってきたところである
が、残念ながら調整がつかず、今回は女性理事
の誕生はなかった。
　県医師会理事は各地区医師会の推薦を優先す
るので、是非女性部会の方でも各地区医師会に
働きかけていただき、また、各地区医師会の理
事会でも積極的に女性理事の登用並びに県医師
会理事への推薦をお願いしたい。

ないのが現状である。
　この一環として、「『2020．30』推進懇話会」
というものが去る 1 月 27 日に日本医師会館で
開催され、県医師会よりご推薦をいただき、私
が出席した。
　この懇話会は、先の基本計画の中で ｢ 社会の
あらゆる分野で 2020 年までに指導的地位に女
性が占める割合が少なくとも 30％程度になる
ように期待する ｣ という目標が明記されたこと
に関連して、日本医師会活動への女性医師の理
解を深めるために、今後、年 3 回程度開催され
る予定である。
　この事業は日本医師会女性医師支援センター
事業として位置づけられているが、ただ、日本
医師会の現執行部内にも同事業に肯定的でない
方々もおられ、次期執行部で、この事業が継続
されるかは予断を許さぬところである。
　一方、医学部学生に女性の占める割合は 3 割
を超えて久しく、最近では 4 割が女性であると
ころも見受けられる。卒業後に生ずる女性特有
のライフイベントのため、就労曲線が M 字パ
ターンを描き、医師不足に拍車をかける一因と
なっていることは周知の事実である。
　医師不足が深刻な状況下、県医師会でも宮城
会長並びに理事の皆様方のご理解の下、女性医
師部会の設立、女性医師支援センター事業の展
開などの施策が行われている。
　お陰をもちまして、女性医師の就労環境の改
善、多様な就労形態への理解、離職後の現場復
帰への各種サポートの充実など着実な進歩が感
じられる。また、今春より稼動される沖縄クリ
ニカルシミュレーションセンターへの期待も大
きなものがある。
　ただ、昨今の県医師会執行部は、男性で占め
られており、会内委員会においても女性医師部
会を除くと、まだまだ女性医師の登用が少ない
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医療・生活衛生融資班　担当：金城　　　Ｔｅｌ　０９８－９４１－１８３０

＜　病院の耐震化整備事業に関する資金　＞

＜　高額な医療機器に係る機械購入資金　＞

＜　経営の安定化を図るための運転資金　＞

＜ 各資金とも融資要件や利率等の詳細については、以下までお問い合わせください ＞

沖 縄 公 庫 融 資 制 度 の ご 案 内
～ みなさまの設備投資や資金繰りを応援します！ ～

対 象 先 耐震化整備を行う病院

融 資 要 件

償 還 期 間
（据置期間）

利 率

耐　 火：　20年超30年以内（３年以内）
耐　 火：　20年以内（２年以内）
その他：　15年以内（２年以内）

年1.30％　（平成24年4月11日現在、固定利率）

融資限度額

耐震化を図るために建替え又は耐震改修する場合の増改築資金及び土地取得資金

＜建設費＞
　建設費の概ね95％以内（交付金等の対象整備については、交付金等相当額を除く）

＜土地取得費＞
　増床又は移転事業に伴う土地取得費の概ね95％

対 象 先 病院

◇１品５千万円以上の新品の医療機器等であって、次のいずれかに該当するもの。

　（１）保険収載されている医療機器
　（２）治験中のもの以外で、製造販売承認を得たもの
　（３）電子カルテ等の医療情報システム

◇先進医療にかかる高額な医療機器については、上記に加え、厚生労働大臣の定め
る先進医療及び施設基準に掲げるもの。

融 資 要 件
◇高額な医療機器の新品購入に要する資金の全額又は一部について、民間金融機関
での融資が困難な場合。

◇先進医療にかかる高額な医療機器の場合、上記に加え、次のいずれかに該当する
病院となります。

　（１）既に基準に基づく先進医療を実施している病院
　（２）申込時に基準に基づく先進医療を実施していない病院にあっては、厚生労働省の通知に
基づく届出を速やかに行うことが融資条件となります。

融資限度額 ７億２千万円を限度とし、購入価格の80％以内の額

償 還 期 間
据 置 期 間

償還期間：５年以内　（先進医療機器は10年以内）
据置期間：６ヶ月以内

利 率 年1.10％（平成24年4月11現在、固定利率）

資 金 使 途

対 象 先 病院　・　診療所　・　介護老人保険施設

融資限度額 病院・介護老人保険施設　・・・ １億円、　　　診療所　・・・ 4,000万円

償 還 期 間
据 置 期 間

償還期間　・・・・・・　原則５年以内
据置期間　・・・・・・　１年以内

利 率 年1.10％（平成24年4月11日現在、固定利率）
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　去る 3 月 1 日（木）、日本医師会館において
標記協議会が開催されたので、その概要につい
て報告する。

開　会
　定刻となり、三上裕司日本医師会常任理事よ
り開会が宣言された。

挨　拶
　原中勝征日本医師会長より、概ね次のとおり
挨拶があった。
　生涯教育というのは、日本医師会の会員であ
り続けるうえで重要な部分であると考える。日
本医師会に入る意義がどこにあるのかという質
問を若い方々からよく受ける。生涯教育は、仲
間同士が自分たちの医師としての使命感、ある
いはステータスを共有するとともに、新しい医
学に対して、遅れないように勉強していくうえ
で大切なことだと考える。

　また、今まで健康診断では、治療が難しい疾
患は検査をしなくていいのではないかという考
えがあった。しかし、今や化学療法などで治療
できる可能性が高い時代になった。このような
変化によって、医療に関することの進歩という
ものを私たちは共有して、それに追いつきなが
ら患者さんに医療サービス、医療の義務を果た
すということが、非常に大切である。それがこ
の日本医師会あるいは、地域医師会での非常に
大切な仕事の一つであると考えている。
　今回、生涯教育の円滑な推進及び、生涯教育
を受けることの楽しみが見つけられるかを諮問
した。e- ラーニングや地域での勉強を通して、
教育を受けた、勉強をした先生方には、患者さ
んが認定を受けたとわかるように制度化に向け
て検討中である。
　卒業と同時に、学問、教育から離れている。
開業した際には、進歩から遅れてしまいがちに
なっている。それを補うのが生涯教育の大切な

平成 23 年度都道府県医師会
生涯教育担当理事連絡協議会

理事　村山　貞之
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24.6％）、10 ～ 19.5 の範囲で 23,013 人（全体
の 21.3％）、20 ～ 29.5 の範囲で 17,479 人（全
体 の 16.2 ％）、30 ～ 39.5 の 範 囲 で 12,389 人

（全体の 11.4％）、40 ～ 49.5 の範囲で 8,909 人
（全体の 8.2％）、50 ～ 59.5 の範囲で 5,965 人
（全体の 5.53％）、60 ～ 69.5 の範囲で 4,238 人
（全体の 3.9％）、70 ～ 79.5 の範囲で 2,588 人
（全体の 2.4％）、80 以上は 6,706 人（全体の
6.2％）であった。
　指導医のための教育ワークショップについて
は、平成 21 年 4 月より、研修医 5 人に対して、
指導医 1 人が必置となっている。日医開催のワ
ークショップは定員をはるかに超える応募があ
り、今後ますます受講者が増加されると見込ま
れる。都道府県医師会においても積極的に開催
していただきたい。平成 23 年度はこれまで 12
都道府県医師会で開催され、これまで開催した
11 都府県で 268 名が参加した。
　日医生涯教育協力講座については、今年度は、
1．「感染症の予防と治療～呼吸器感染症を中心
として～」、2．「女性のがん～最新の治療から
ワクチンによるがん予防まで～」、3．「地域医
療と予防接種～ワクチンがもたらす恩恵～」を
開催した。なお、来年度は、1．「てんかんの診
断から最新の治療まで」グラクソ・スミスクラ
イン株式会社との共催、2．「心房細動と脳梗塞」
日本ベーリンガーインゲルハイム株式会社との
共催、3．「テーマ未定（仮面高血圧をテーマに
調整中）」第一三共株式会社との共催による開
催を予定している。
　e- ラーニングについては、生涯教育 on-line
において、e- ラーニング教材を提供しており、
日本医師会雑誌読後回答等で単位を取得でき
る。また、カリキュラム、日本医師会雑誌も
PDF 形式で全文掲載している。さらに、ビデ
オライブラリーやセミナー開催状況等も情報提
供している。＜ http://www.med.or.jp/cme/ ＞

（2）生涯教育推進委員会報告
　日本医師会生涯教育推進委員会橋本信也委員
長より、概ね次のとおり報告があった。

役目であると考える。先生方のご協力により、
日本の医療が評価されるようにご協力、ご指導
をお願いしたい。

報　告
（1）生涯教育制度関連事項報告
　日本医師会三上裕司常任理事より、概ね次の
とおり報告があった。
　平成 22 年度生涯教育制度集計結果は、単位
取得者総数 107,826 人（うち日医会員 96,786
人）、日医会員単位取得者率 58.8％（診療所：
64.4％、病院他：51.5％）、平均取得単位 16.3
単位、平均取得カリキュラムコード 15.0 カリ
キュラムコード、取得単位＋カリキュラムコー
ド合計平均 31.3 であった。
　単位取得方法別平均単位数は、講習会等で
13.12 単位（全体の 80.4％）、体験学習 2.35 単
位（全体の 14.4％）、日医雑誌 0.56 単位（全体
の 3.4％）であった。その他では e- ラーニング
0.14 単位、研修指導 0.09 単位、論文指導 0.04
単位となっている。e- ラーニングは、昨年度
と比較すると利用者が約 4 倍となっている（平
成 21 年度利用者：7,816 人⇒平成 22 年度利用
者：31,665 人）。
　取得者の多かったカリキュラムコードは順
に【13：地域医療】の 58,337 人（取得者率
54.1％）、【2：継続的な学習と臨床能力の保持】
の 58,023 人（取得者率 53.8％）、【3：予防活
動】の 52,993 人（取得者率 49.1％）、【1：専
門職としての使命感】の 52,412 人（取得者率
48.6％）、【73：慢性疾患・複合疾患の管理】の
51,073 人（取得者率 47.7％）となっている。
　また、取得者の少なかったカリキュラムコ
ードは順に【64：肉眼的血尿】の 4,827 人（取
得者率 4.5％）、【41：嗄声】の 4,722 人（取得
者率 4.4％）、【56：熱傷】の 3,247 人（取得者
率 3.0％）、【40：鼻出血】の 3,151 人（取得者
率 2.9％）、【48：誤飲】の 2,662 人（取得者率
2.5％）となっている。
　 単 位 ＋ カ リ キ ュ ラ ム コ ー ド の 取 得 分 布
は、0.5 ～ 9.5 の 範 囲 で 26,538 人（ 全 体 の
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て、多くのカリキュラムコード（CC）を設定
したことは評価されるが、CC の範囲とレベル
を十分検討することが望まれる。
　その意味において本委員会は、どの診療科に
属する日医会員にとっても必要な生涯教育のカ
リキュラムとして、「基本的医療課題」にも重
点を置くよう検討することを提案する。

3．日医生涯教育の「評価」について
　「評価」については長い間、歴代の生涯教育
推進委員会でも検討を重ねてきているが、そう
した過去の議論を参考にした上で、時代の変化
に対応して、「形成的評価」から「総括的評価」
に転換すべき時が来たのではないかと考える。
こうしたことを勘案して現時点で具体化できる
喫緊の課題を検討するよう提言する。それは次
の 4 項目である。①日医生涯教育の必修化、②
日医生涯教育の学会認定専門医更新の要件、③
日医生涯教育認定医の設置、④現行の「認定証」
発行要件の変更。

講　演
日本の国情・2 次医療圏の実情からみた地
域医療再生のための大学と地域医療機関に
よる 1 年生からの卒前・卒後シームレスな
医師育成体制構築一すべての医師に総合力
を一
秋田大学総合地域医療推進学講座

長谷川仁志教授
1．最近の医学教育改革のエッセンスと課題
　1968 年のインターン制度により、各分野細
分化が進むとともにダイレクトな専門研修がほ
とんどとなった。これにより、①医学生・研修
医・生涯教育において専門性に主眼が置かれす
ぎてきた。②国民が期待するすべての科の医師
として当然の個々の総合力・実践力・コミュニ
ケーション力を育成する医学教育・研修体制が
不十分となった。
　平成 12 年の医学教育の目指すべき目標は、
①患者中心の医療を実践できる医療人の育成、
②コミュニケーション能力の優れた医療人の

　今期生涯教育委員会が検討した三つの課題に
ついて報告と提言を行った。

1．「総合医」、「総合診療医」に関する本委員会  
　の共通理解について
　これまで定義づけが曖昧なため混乱していた

「総合医」、「総合診療医」という用語について
その概念を明確にした。
　「総合診療医」とは多くの医学辞典によると、
プライマリ・ケアという概念から生まれた一つ
の診療科の名称であり、①患者の症状や臓器に
よる選択をせず、全身臓器を広く診る。従来の

「一般内科」に類似する。②時機を誤らずに専
門医に紹介する。③日常遭遇する頻度の高い疾
患（common disease）に精通する、と定義される。
　これに対して「総合医（科）」という名称は、
わが国の医学関係の辞書には記載がない。従っ
てその概念は曖昧である。この名称が有名にな
り、かつ混乱を起こす元となったのは、やはり
厚労省医道審議会医道分科会・診療科名標榜部
会で、「総合科」という名称の診療科を医療法
上新設し、その科の医師の資格を国が認定する
と提唱したことによる。医師という資格は国家
試験によって付与されており、そのあと特定の
診療科医の標榜資格を国が個別に審査するとい
うことがあってはならない。
　本委員会としてはこのような混乱を招く「総
合科（医）」という名称を避け、あえて社会一
般が安易に使用するなら、それは日医が従来か
ら言う「かかりつけ医」と同じ概念であると結
論づけた。

2．「日医生涯教育カリキュラム＜ 2009 ＞再考」
　2009 年に改定された生涯教育カリキュラム
は「総合診療医」に偏した傾向が強い。それは
前項まとめ①で述べた、いわゆるプライマリ・
ケアあるいは一般内科のためのカリキュラムに
適している。日医会員は広い範囲に亘って「総
合的な診療能力」を持つことが必要であるが、
全員が一般内科を行っているのではない。
　カリキュラムにおける学習すべき目標とし
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2 次医療圏間の距離・面積を加味して対策を検
討する必要がある。また、日本では、ほとんど
が当初、専門医となり、その後、多くが 50 歳
前後までに総合的役割に転じている。日本の国
情では、専門医がこれまでの認識では成り立た
ない。将来の総合医充実のために総合力のある
専門医育成も必要である。すべての医学生から
医師として当然の総合力重視必須である。

3．日本全体の医療再生には
　日本全体の医療再生には、各地区の 2 次医
療圏の実情、2 極化した医師の偏在の実態、医
師の役割の変化を把握して対策する必要があ
る。秋田県における地域枠学生医師育成教育・
キャリア形成のコンセプトは、①長期間医療を
支えるキャリアアップ体制、② 2 次医療圏（5
～ 12 万人医療圏）の維持、③地域医療再生は、
専門医（特に内科系）が、今までどおりの認識（臨
床・教育）では成り立たない。④後期研修医数
における「地域枠医師数 / 一般枠医師数」比が
高くなる県では、地域枠学生以外が、県内医療
と無関係という意識が生じては、医療の維持が
できない。地域は、地域枠が行えばよいではな
く、医師全体が、いずれは携わる医師として当
然の医療連携（地域医療）マインド、総合力・
教育力を持つべきである。

4．大学と地域医療機関による 1 年生からの卒
　前・卒後シームレスな医師育成体制構築
　これからの日本に求められる医師像は、個々
の医師の経年的勤務状況や役割の変化、若手医
師への十分な医学教育体制など、日本の実情を
考慮した総合力ある専門医と総合医育成の 2 本
柱のバランスが重要であり、さらに、大学・県
内の各地域医療機関に、熱意に満ちた指導医が
増え、教育の連鎖で医学教育・キャリア形教育
が強力に推進されていくことが医療再生の必要
条件であると考える。

協　議
　三上裕司日本医師会常任理事進行のもと、予

育成、③論理的問題を真摯に受け止め、適切に
対処できる医療人の育成、④幅広く質の高い臨
床能力を身につけた医療人の育成、⑤問題発
見・解決型の人材の育成、⑥生涯にわたって学
ぶ習慣を身につけ、根拠に立脚した医療を実践
できる医療人の育成、⑦世界をリードする生命
科学研究者となりうる人材の育成、⑧個人と地
域・国際社会の健康の増進と疾病の予防・根絶
に寄与し、国際的な活動ができる人材の育成で
あった。
　平成 13 年には、知識を詰め込む教育から能
力を育てる教育へモデル・コア・カリキュラム
が策定された。また、医師としての必要な自己
学習・自己開発能力、問題解決能力、チーム
ワーク、人間力を養う、PBL（problem based 
learning）導入による自己決定型学習（self-
directed learning）能力の開発及び、TBL（team 
based learning）:TBL チーム基盤型学習が開発
された。
　低学年からの PBL、TBL で、自己学習・自
己開発能力、問題解決能力、コミュニケーショ
ンカ、チームワークカをトレーニングすること
により 5、6 年生の診療参加型実習が充実し、
総合力育成の重要要素となる。
　各科横断的な卒業時の医師育成像をさらに明
確にするために、①「将来、何科に進んでも国
民が期待する医師として大切な各科（分野）の
基本診療・総合力、実践力をつけるべき教育」、
②必修科目は、各科・各施設の臨床医、基礎医
学者、医学教育の共同責任において策定し、な
るべく医療現場の症例・事例・実践ペースで、
統合した教育（トレーニング）を同じ理念で行
う必要が高い等目的を明確にし、すべての医師
に総合力を養うため、生涯教育への意識改革、
充実化が必要である。

2．『総合力・教育の連鎖』が必要な日本の国情・
　2 次医療圏の実情
　西日本に比べ、東日本には、人口当たりの医
師が少ない（人口当たり病院・診療所・病床数
も同様）。また、人口当たり医師数のみならず、
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り報告があった。
　医師の質の一層の向上及び医師の偏在是正を
図ることを目的として、専門医に関して幅広く
検討を行うため、有識者の検討会が開催された。
主な検討項目は、①求められる専門医像につい
て、②医師の質の一層の向上について、③地域
医療の安定的確保についてであった。
　当検討会で、第Ⅵ次日本医師会生涯教育推進
委員会答申について意見を述べさせていただい
た。主な内容は下記のとおりである。
○かかりつけの医師とは
　なんでも相談できるうえ、最新の医療情報を
熟知して、必要なときには専門医、専門医療機
関を紹介でき、身近で頼りになる「地域、保健、
福祉を担う幅広い能力を有する医師」
○総合医とかかりつけ医
　就業形態や診療科を問わず、「医療的機能」
以外に、「社会的機能」すなわち「かかりつけ
医機能」を有する医師である。
　主に地域医療を担う地域の診療所や中小病院
の医師であることが多いが、病院勤務医等もこ
うした役割を担っており、どの医師であっても
該当する。
　なお、国民皆保険下のフリーアクセスにおい
て、既に患者から選ばれ、地域医療を担ってい
る医師も、「かかりつけ医」であり、「総合医」
である。
○総合診療医
　「総合診療医」は内科、外科、精神科、皮膚科、
眼科、耳鼻咽喉科、整形外科、小児科、産婦人
科など、広い領域にわたって行う診療について、

「医療的機能」の面のみから評価された医師で
ある。
○現在認められていない「総合科」「総合診療科」
　の標榜について
　「総合科」の標榜診療科名の新設には、フリ
ーアクセスの阻害や、人頭払いなど次の医療費
抑制への布石につながることから、反対である。
　日本の公的医療保険制度のすぐれた特徴であ
る「国民皆保険」、「現物給付」、「フリーアクセス」
の堅持については絶対に担保する必要がある。

め佐賀県医師会より寄せられた質問・要望につ
いて、概ね下記のとおり回答があった。
佐賀県医師会
　学生が卒業する時まで身につけておくべき、
人間的教育と実践的診察能力、処置能力の習得。
　又、卒後研修はそれらを再認識する期間とし
て再検討を要する。医学教育、卒後研修（研修
医教育）に関し、日医として、積極的に提言す
べきと思うが、具体的な案はあるのかお伺いし
たい。
　また、医学教育、卒後研修を通して、科別で
はなく全科的に疾患を把握し対処、トリアージ
が出来るようにする教育が第一である。
　研修が終わり、生涯進むべき科に専従した後、
本来の勉強が始まり、専門分野に専念すべきで
ある。
　現実的に例えば、“腹痛” を訴える患者さんが、
耳鼻咽喉科、皮膚科、眼科、整形外科等にはま
ず受診しない。かかりつけ医か救急告示医療機
関である。昼間の診療時間帯であれば何の問題
もないが、要は時間外診療において全科的にト
リアージの出来る医師の育成が不十分なところ
に問題がある。
　医学教育、卒後研修の内容を考え直すべきと
思われる。

日本医師会
　ご指摘のように医学教育・臨床研修制度につ
いては、4 月 20 日付で、「医師養成についての
日本医師会の提案～医学部教育と臨床研修制
度の見直し～」を公表し積極的に働きかけをお
こなっている。また、本日、長谷川先生から講
演があったように、大学と地域医療機関による
1 年生からの卒前・卒後のシームレスな医師育
成体制をふまえ、引き続き会内においても検討
するとともに、国等に対しても働きかけをして
いく。

「専門医の在り方に関する検討会」
　日本医師会三上裕司常任理事より「専門医の
在り方に関する検討会」について概ね次のとお
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長谷川仁志（秋田大学総合地域医療推進学講座
教授）：このようなことは今後長く続くと考え
られる。だからこそ、一つ専門をもって、今ま
でのながれを反省して生涯教育等で総合力をつ
けながら対応していただきたい。
群馬県医師会：カリキュラムコードの変更はい
つごろか。
日本医師会：この件については生涯教育推進委
員会で検討を行い、要望があれば随時変更でき
ることに決定した。
兵庫県医師会：カリキュラムコードを見直して
いただきたい。
橋本信也（日本医師会生涯教育推進委員長）：
2009 年に改定された生涯教育カリキュラムは

「総合診療医」に偏した傾向が強い。カリキュ
ラムにおける学習すべき目標として、多くのカ
リキュラムコード（CC）を設定したことは評
価されるが、CC の範囲とレベルを十分検討す
ることが望まれる。本委員会では、どの診療科
に属する日医会員にとっても必要な生涯教育の
カリキュラムとして、「基本的医療課題」にも
重点を置くよう検討することを提案する。
香川県医師会：日本医師会生涯教育制度の生涯
教育認定証を専門医認定・更新のベースの要件
としていただきたい。
橋本信也（日本医師会生涯教育推進委員長）：
理想ではあるが、日本医学会の専門医制度の基
礎研修のようなものとある程度コラボレーシ
ョンしていくことが大事ではないかと考えて
いる。

　一方「総合診療科」の標榜について、今後引
き続き議論が必要である。
　専門医制度に関する日本医師会の考え方つ
いては、①専門医制度の設計にあたっては、プ
ロフェッショナルオートノミーを重視するこ
と、②現行の医療制度のなかで整合性のとれた
専門医制度とすること、③専門医の認定・更新
にあたっては、日医生涯教育制度をそのベース
要件とすることについて議論すること、④専門
医のインセンティブについて議論することと
している。
　また、今後の専門医制度についての議論につ
いては、①日本医師会生涯教育制度の生涯教育
認定証を専門医認定・更新のベースの要件とす
ることについて議論する。②日医生涯教育制度
は、昭和 62 年に発足して、24 年間継続してい
るもので、全医師が参加可能な教育制度（今年
の単位取得者数は 108,507 人）。③生涯教育の
制度の設計は、日本医師会生涯教育推進委員会
で、常時、見直しを行っているので、さまざま
な要望に対応できる余地がある。④また、専門
医のインセンティブについては、昨今の国家財
政・医療保険財政はきわめて緊縮の状況にある
ため、慎重に議論を進めることとする。

質疑応答
佐賀県医師会：時間外診療の時間帯に、診療は
専門医の先生にお願いしたいとの要望が多く
ある。
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印象記
　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　学術担当理事　村山　貞之

　去る 3 月 1 日、東京駒込の日医会館にて平成 23 年度都道府県医師会生涯教育連絡協議会が行
われ、担当理事として出席した。日医の生涯教育については、朧気ながら知っていたが、大学病
院に所属するものとしては、あまり興味を持って見ていなかったため、現在どのように進行して
おり、どういう問題点があるのかを勉強するつもりで参加した。
　冒頭、原中勝征前医師会長の挨拶があった。その中で「今まで健康診断では、治療が難しい疾
患は検査をしなくていいのではないかという考えがあった。しかし、今や化学療法などで治療で
きる可能性が高い時代になった。このような変化によって、医療に関することの進歩というもの
を私たちは共有して、それに追いつきながら患者さんに医療サービス、医療の義務を果たすとい
うことが、非常に大切である。それがこの日本医師会あるいは、地域医師会での非常に大切な仕
事の一つであると考えている。」との言葉があった。確かに、個人的にも卒後 30 年の中での医療
の進歩はめざましく、特に専門でない、あるいは、今さら人には聞けないようなものは、独自に
雑誌、専門書で勉強している。日医が組織として行っている、この生涯教育の大切さは、よく理
解できる。
　三上裕司常任理事の生涯教育制度関連事項報告のあと、生涯教育推進委員会報告として、橋本
信也同委員会委員長が、会長諮問「生涯教育制度の円滑な運用と環境整備」を受け、（1）「総合医」

「総合診療医」に関する本委員会の共通理解、（2）「日医生涯教育カリキュラム〈2009〉」再考、（3）
日医生涯教育の「評価」―を柱に答申を取りまとめられたことの紹介があった。厚労省が、最近
唐突に政策的に推進している総合医認定制度の可否についての議論が沸騰しているが、総合医は、
従来通りの「かかりつけ医」と認識しているとの日医としての解釈が再確認されていた。また、
昨年、この会でも議論があった、専門医には縁遠い 84 項目に列挙された新「カリキュラムコード」
の内容が含まれている「日医生涯教育カリキュラム〈2009〉」については、倫理、法律、社会保障、
介護などの「医療的課題」を増やす必要があることが指摘された。日医生涯教育の「評価」につ
いては、履修を必修とし、インセンティブを設けることや、履修の認定を学会認定専門医更新の
要件とすることなどが提言された。日本の医療の今後の方向性として「医師は専門医であるだけ
でなく、総合医でもあらねばならない」という方針があると思う。橋本委員長が、報告された内
容は、まさにこのことを推進するための現状把握と今後の方策であると思うが、学会認定専門医
更新の要件とすることなどは、ハードルが高い目標と思われた。
　引き続いて、長谷川仁志秋田大学総合地域医療推進学講座教授による「日本の国情・二次医療
圏の実情からみた地域医療再生のための大学と地域医療機関による一年生からの卒前・卒後シー
ムレスな医師育成体制構築－すべての医師に総合力を－」と題した講演が行われたが、この内容
も「医師は専門医であるだけでなく、総合医でもあらねばならない」ということを、大学での卒
前教育から行う必要が説かれていた。震災被害を受けた東北地区の現状を踏まえた話であり、説
得力のある講演であった。
　次いで協議が行われた。佐賀県医師会から寄せられた、医学教育・臨床研修制度に関する具体
案を問う質問に対しては、三上裕司常任理事から、「医師養成についての日本医師会の提案―医学
部教育と臨床研修制度の見直し―（第二版）」を公表し、国に対して積極的に働き掛けていると回
答があり、またフロアからの、既に臨床現場で働いている医師の総合力養成に関する質問には、
同常任理事から、地域によって求められる能力が違うことから、地域の実情に応じたカリキュラ
ムコードを選択するよう要請があった。生涯教育をいかに行っていくかは、現状から近い将来に
向けての日本の医療を鑑みて、迅速な対応が必要であり、日医は多方面にわたり努力しており、
政策提言も積極的におこなっている姿が垣間見れた協議会であった。短い時間ではあったが、非
常に勉強になった。
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　平成 24 年 3 月 11 日、日本医師会館におい
て『災害医療と医師会』をテーマに講演会とシ
ンポジウムが開催された。
　9 人の講師による発表はそれぞれの立場から捉
えた内容となっており、興味深いものであった。
　9 講演の主旨を報告する。
講演Ⅰ：「東日本大震災と JMAT の活動」と題
して石井正三日本医師会常任理事から報告があ
った。
　JMAT の概要は①避難所、救護所における医
療の実施　②被災地病院、診療所の日常診療へ
の支援　③その他、避難所の状況把握と改善、
在宅患者の医療、健康管理、の三点である。
　JMAT 創設に至る経緯は、平成 22 年 3 月、
東日本大震災の一年前に、日本医師会の「救急
医療対策委員会」で創設の提言があった。
　正式な結成は大震災の 4 日後、平成 23 年 3
月 15 日であり、各都道府県医師会に JMAT の
派遣を要請している。
　派遣は 7 月 15 日までの四か月間に 1395 チ
ームにおよび、ピークは 4 月 6 日の 100 チー
ムであった。7 月 16 日以降は JMAT Ⅱが継続
派遣されている。
　JMAT Ⅱの使命は①災害関連死などを未然に
防ぐことが最大の目標　②医師、及び医師を含
むチーム構成　③ JMAT 後の健康支援が必要
な場合に派遣　④活動内容は診療支援、心のケ
ア、訪問診療、健康診断活動、予防接種支援、
巡回など、⑤特に仮設住宅孤独死、心のケアの
必要性に特に十分な配慮となっている。
　シンポジウムでは JMAT および JMAT Ⅱに
対して、外国人講師から世界に類をみないパイ
オニア的なシステムであると高く評価する声が

あった。

講演Ⅱ：「東日本大震災　日医総研の研究・対応」
と題して、畑中卓司日医総研主任研究員から報
告がなされた。
　三陸地方では 1896 年には明治三陸津波（死
者 21,959 人）、1933 年には昭和三陸津波（死者
3,046 人）、2011 年に東日本大震災（死者 15,843
人）、と頻繁に発生している。津波最大高は 23
～ 40.5m である。阪神淡路大震災と最も異なる
のは主な被害で、阪神が建物倒壊と火災で、死
因は圧迫窒息死であったのに対し、東北のそれ
は大津波、福島第一・第二原子力発電所事故で、
死因は水死がほとんどを占めた点である。
　日医総研が行ってきた復旧・復興等に関して、
終了した調査研究は① JMAT 活動を中心とし
た医師会の役割と今後の課題についての研究　
②福島県原子力被害からの復旧に関するプロジ
ェクト委員会報告書　③計画停電、電力需給対
策による病院、診療所への影響と対応に関する
研究の 3 点であり、他に 8 項目が研究継続中で
あり、被災地の医療のあり方を多岐に渡って分
析していることが報告された。

講演Ⅲ：「災害医療と医師会」と題してホセ・
ルイス・ゴメス・ド・アマラール世界医師会会
長の講演があった。過去一年間に発生した自然
災害のスライドが多数供覧された。結論として

『世界のどこにも安全な場所はない』と述べら
れた。最後のシンポジウムでは医療支援が世界
のネットワークとして機能するためには、国際
基準に沿った教育と、言語教育が大切であると
云う発言が印象的であった。

平成 23 年度医療政策シンポジウム参加報告

常任理事　宮里　善次
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講演Ⅵ：「災害支援における医師会の役割」の
タイトルでジェームス・J ジェームス 米国医師
会救急医療担当役員の講演が行われた。
　1075 年～ 2005 年のデータを提示し、地震は
自然災害が増えており、人身被害や経済的な損
失も増加傾向にあることが示された。
　米国では大学ごと、あるいは州ごとに災害時
のプログラムがあるが、近年 National Disaster 
Life Support Program が統一基準として採用
されている。米国の様々な州で教育を受けられ
るようになっており、東京でも開催されている
旨の報告があった。シンポジウムでは、これか
らの医学部教育では医師になるための教育に加
えて、災害時に活躍できるような医師つまり二
つの資格をもつような教育が望まれる旨の発言
があった。

講演Ⅶ：「平時の戦争」としての医療と題して
小川和久軍事アナリスト・国際変動研究所理事
長の講演があった。
　肩書きとタイトルから異様な感じを持った
が、講演が始まると引き込まれるものがあった。
　「平時の戦争」とは命を救うために奮闘してい
る医師、例えば救急現場、ヘリ添事業などは平時
における戦争状態と云うのが講師の解釈である。
　戦争における戦略を医療に応用すれば、医療
提供システムを変えられるのではないか？そう
した発想から講師が厚労省に提案し実現したの
が、ヘリコプターによる搬送システムらしい。
　仮に敵国からミサイルが発射された場合、そ
の弾道経路や距離はレーダーで瞬時の内に判断
され、適切な対応がとられるとの事である。
　その応用として患者発生の通報で、救急車出
動か、ドクターカーで行くべきか、ヘリコプタ
ーなのか、ヘリコプターなら民間かあるいは航
空自衛隊かの判断を端的に下せば、システムさ
え作っておけば救命率は確実にあがる。
　奈良県における一連の妊婦たらい回し事件を
突破口に捉えると、病床が空いている他県の病
院に、患者と対応可能な医師を別々にヘリコプ
ターで搬送すれば対応できる。この事は救急医

講演Ⅳ：「人道支援活動のための国際基準」を
テーマにステファニー・ケイデン ハーバード
大学医学部国際救急医学フェローシップ部長の
講演があった。
　地震による大量の住民の避難移動や公衆衛
生上の大規模な緊急事態は人道主義の危機

（humanitarian disaster）である。
　humanitarian disaster の定義でもある「大量
の住民の避難や公衆衛生の緊急事態」は長時間
かつ広範な対応が必要とされる。すなわち人道
支援活動は、被災者たちの人間的な尊厳を守り
つつも、基本的な健康ニーズ（避難所、水、衛
生、食糧、医療）を満たす必要がある。
　そうして作り出された国際基準が Sphere 
Standards である。しかしながらその訓練はほ
とんどが後進国で行われており、2005 年のハ
リケーン・カトリーナの際には、humanitarian 
disaster に対する米国のお粗末な対応が浮き彫
りとなったため、人道活動のための訓練が先進
国の被害対策計画に含まれるようになった。今
後人道支援の国際基準はますます重要になる。

講演Ⅴ：「東日本大震災後の復旧はどうあるべ
きか　公衆衛生の立場から」と題して、マイケ
ル・ライシュ ハーバード大学公衆衛生大学院
教授の発表があった。
　災害に対する公衆衛生の考え方は①災害発生
前の防災、②発生後の災害対策の二点である。
今回の発生後の災害対策で重要なものは①ケ
ア、②補償、③クリーン・アップの三点である。
東日本大震災は地震、津波、原発の複合型災害
で非常に複雑な結果を生み出しており、かなり
長期化することが予想される。
　教授の結論は①政府に対する信頼が重要　②
評価するために一年はまだ短期間　③ケア、補
償、クリーン・アップの三問題は長く続く、単
なる科学的問題ではなく、社会政治的問題、心
理的問題でもある。と述べられた。
　シンポジウムでは政治家のリーダーシップが
発揮されていないことが、各シンポジストから
強く指摘されたことが印象的であった。
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普遍的にせざるを得ないとの結論であった。幸
いにも、医学教育モデル・コア・カリキュラム
が平成 22 年度に改定されている。

講演Ⅸ：「災害医療における救急医の使命」の
タイトルで、坂本哲也・帝京大学医学部救急医
学講座主任教授の講演が行われた。
　救急医は “持てる資源を投入して一人 1 人
の患者にベストを尽くす” のが使命だが、災害
医療は “限られた資源で最大多数の患者を救
う” ことであり、基本的には同じではない。た
だ医療現場のあり方が似ており、またそうした
状況に対応できるため、救急医が災害医療にか
り出される現状がある。災害発生から数日は
DMAT としての役割が大きいが、それ以後は
JMAT や JMAT Ⅱの役割が大きい。
　現在、我が国の救急科専門医は 3,374 人で全
医師の 1.2％に過ぎない。しかしながら、災害
医療における救急医の使命は①被災医療機関に
おけるリーダーシップ　②被災地への超急性期
の医療支援　③被災地からの広域患者搬送と受
け入れなどがある。
　今回救急医学会は福島原発に申し入れを行
い、24 時間体制で作業員の健康管理と適切な
医療を行ったとの報告があった。シンポジウム
では医学生に対して通常の医学教育に加えて、
災害時医療を義務化させるべきではないか、更
には災害時の被災地では、全ての医師、医療従
事者が災害医療に関わる必要があるので、開業
した医師に対しても再教育すべきとの意見があ
った。

療、少子化、医療過疎に対する国民の危機感に
回答できると言うのが講師の見解であった。
　危機管理の要諦は孫子の「巧遅拙速」につき
る。今回東日本大震災が発生した時、すぐに現
場に駆け付けたのは自衛隊と医療関係者であっ
た。そうした行動する医師会の姿は政府の見本
ともなっているし、国民にも理解されやすい。
　戦争における方法論をもっと活用すれば、医
療は広範囲で合理的になる。
　そのやり方とリーダーシップを政治家に見せ
て欲しい。残念ながら政治家は政治家ごっこに
夢中であり、復興のリーダーとなり得てないと
の発言があった。

講演Ⅷ：「福島第一原発事故と放射線被爆につ
いて」と題し、明石真言・放射線医学総合研究
所理事の講演があった。
　災害対策基本法の対象となる災害は 14 ある
が、今回は地震、津波、放射性物質の大量の放
出と云う 3 つが含まれている。
　被爆の特殊性として①低頻度の事象　②被爆
したかどうか分からない　③症状が出るまでに
時間がかかる　④放射線に対する専門知識が必
要　⑤放射線物質や放射線に対する不安　⑥放
射線による被爆や汚染の測定が可能　⑦滅菌・
殺菌、中和ができない　⑧社会的な影響が大き
い、が言える。
　一般住民に対する放射線教育は原発を有する
地域にしか行われてないが、今後全国民にやる
べきとの発言があった。
　今回は福島原発での被爆症例が 4 例紹介され
たが、最終的には放射線の専門的知識をもっと
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印象記

南部徳洲会病院　新垣　宣貞

　東日本大震災から 1 年後の平成 24 年 3 月 11 日に日本医師会の平成 23 年度医療政策シンポジ
ウムが開催され、参加させていただき、その印象を述べる。テーマは「災害医療と医師会」で、
世界医師会長をはじめ、各分野の専門家の講演を拝聴した。その中で、今回の大震災における日
本医師会の果たした役割について印象深く、今回の大震災に対して行ってきた JMAT について述
べたいと思う。
　日本医師会は我が国おける最大の NGO 組織であり、世界的にみても類を見ない組織とのこと
であった。今回の未曾有の大震災に対して自衛隊・全国の消防組織や警察組織、災害ボランティ
アなど、まさにオール・ジャパンによる災害支援活動がなされた感を持っている。医療に関して
は外国からの医療班を含め、多数の医療組織が医療活動を行ってきたが、その中でも日本医師会
派遣の JMAT チームの果たした役割は大きかったものと思われた。
　 日 本 医 師 会 は 平 成 22 年 3 月 に 災 害 医 療 体 制 の 必 要 性 を 感 じ、JMAT（Japan Medical 
Association Team）構想を打ち出し、検討してきた。構想を打ち出している段階で今回の大震災
が発生したわけであるが、日本医師会として各都道府県医師会へ JMAT チームの結成・派遣を要
請し、結果的に 1,395 チーム（医師・看護師・薬剤師・栄養士・理学療法士・その他：計 7,292 名）
に及ぶ多数の医療チームを派遣し、災害医療に貢献してきた。その活動は 7 月 15 日をもって終
了しているが、震災後の災害関連死が 1,300 件以上にも及び、日本医師会はその後も「心のケアー」
医療の必要性から JMAT Ⅱとして医療チームを延べ 422 チーム派遣し、現在でも医療活動は継続
中とのことである。一年前からの構想がなければ災害派遣できなかったかもしれないことを考え
ると、日本医師会の「先見の明」が読み取れる次第である。
　しかし、JMAT 構想の半ばでの派遣であったためか、実際の派遣にあたってはいろいろな問題
点も出てきている。災害派遣チームとして厚生省は平成 7 年の阪神・淡路大震災を契機に災害医
療チームとして全国の医療機関に DMAT（Disaster Medical Assistance Team）構想を打ち出し、
これまで 922 チーム（H23.10.31）に及ぶ災害専門の医療チームを養成してきた。DMAT は災害
超急性期（おおむね 48 時間以内）の活動を行う様に訓練されているが、その後の亜急性期～慢
性期の医療活動を JMAT が担う様な構想がなされているようである。今回活動した JMAT は災
害医療について訓練無しで結成・派遣されており、今後、災害医療に関する教育・訓練の必要性
を感じる次第である。そのことを踏まえ、日本医師会は今後の JMAT のあり方について平成 23
年 3 月 7 日、2 年間にわたる検討結果を取りまとめ、また東日本大震災での活動を振り返り、医
師会の役割や、災害医療研修などについて考察を行い「救急災害医療対策委員会の報告書」とし
て報告し、3 月 10 日には「JMAT に関する災害医療研修会（H24.3.10）」を開いた。報告書には
JMAT 要綱が述べられており、今後、JMAT が災害医療に対してますます貢献していくことを期
待する次第である。

（1：【救急災害医療対策委員会報告書】 http://dl.med.or.jp/dl-med/teireikaiken/20120307_41.pdf）
（2：【JMAT 要綱（案）】 http://dl.med.or.jp/dl-med/teireikaiken/20120307_42.pdf）
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　平成 24 年 3 月 18 日（日）、遠野市市民セ

ンター大ホールで「東日本大震災・後方支援

の集い～「縁」が結ぶ復興への『絆』～」が

開催されました。本集いは、東日本大震災に

おいて遠野市と共に物的人的支援を行った自

治体、関係機関・団体が集まり、震災発災か

ら一年を経過するにあたって遠野市民と一同

に会してこれまでの活動を振り返り、新たな

連携のあり方について考え、復興元年として

力強く歩き出すために開催されました。そし

て、翌 19 日には遠野市が準備されたバスで

釜石市、大槌町への視察が行われました。

満席の市民センター大ホール

　雪の舞う中、会場となった遠野市市民セン

ター大ホールの 800 席の会場は関係者や市民

ら 900 人で埋め尽くされていました。ロビー

には震災時に遠野市災害対策本部で使われて

いた震災対応記録が掲示されており、3 月 16

日の 13:00 に沖縄県医師会（来遠）到着との

記録がありました（写真 1）。筆者ら招待され

た自治体、関係機関・団体の代表はステージ

上のひな壇に着席する中、幕が上がり集いが

始まりました。

詩の朗読と黙祷、
そして感謝状・感謝の盾贈呈

　真っ暗な中、ステージ中央でスポットライ

トに浮かび出された陸前高田市米崎町出身

の詩人照井良平氏による「ばあさんのせな

か」と題された詩の朗読で第 1 部が始まりま

した（写真 2）。この詩は平成 23 年国民文化

祭の現代詩部門で最優秀賞である文部科学

大臣賞を受賞されたとのことでした。

　次に参加者全員により黙祷が東日本大震

災で犠牲になられた方々へ捧げられました。

そして、東日本大震災で遠野市を拠点として

活動した 115 の自治体や関係団体に感謝楯・

感謝状贈呈が行われました。当日のステージ

では出席した 39 の自治体や関係団体に感謝

楯が贈呈され、13 の関係団体に感謝状が贈

呈されました（写真 3）。本会へは感謝楯が

贈られました（写真 4）。

　また、平成 20 年に三陸津波を想定して、

東日本大震災・後方支援の集い
～「縁」が結ぶ復興への『絆』～

　　　　　　　　　　　　　沖縄県医師会災害医療委員会委員
（名桜大学）　出口　宝

写真 1　震災当時に遠野市災害対策本部に張り出されてい
た震災対応記録。下から3行目に13:00沖縄県医師会（来遠）
到着とある。

写真 2　詩　の朗読によるオープニング。
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遠野市を後方支援拠点とする総員 18000 人、

車両 2300 台、航空機 43 機が参加した大規模

な訓練「みちのく ALERT2008」を実施した宗

像久男元陸上自衛隊東北方面隊総監に特別感

謝状が贈られました。この訓練のお陰で発災

直後から速やかに遠野市に後方支援基地が設

営され活動を開始することができたとのこと

でした。

　贈呈式に続いてに支援自治体及び団体ス

ピーチがありました。その後、この一年を振

り返る（DVD 上映）として、この一年間の遠

野市の支援活動を約 5 分に纏めた DVD が上映

され第 1部が終りました。

被災地を支えるのは人の絆と組織の絆

　第2部は、遠野市に救援・復興支援室を置い

ている東京大学の濱田純一総長による「人の絆、

組織の絆　～ 「絆」を明日へ ～」と題した講演

により始まりました。濱田総長は、『震災から1

年が経過して、さまざまな動きが出ているが復

興というにはほど遠い状況にある。これからが

正念場となり、後方支援活動は息長く取り組ん

でいかなければいけない。現代社会で薄くなっ

ていた絆がこのたびの大震災で呼び起こされ

た。日本の社会全体を支える言葉であり、今後

も色あせることなく絆を明日に向けて強めて行

くことが大切である。絆をいつも持ち続けるこ

とが出来るか、どのように具体的な仕組みにす

るのかを考えておくべきだ。人の思いは時間が

経つとうつろい忘れていく。時とともに薄れる

人の思いを支えるのが組織の絆である。被災地

を長く支えるには人の思いや絆と組織の絆の両

方の絆が重要である。現代の人々のつながりは

薄れているが、現代はむしろ絆を強めなければ

生きていけない時代である。一人ではできない

という思いは強さを引き出す。絆を作ろうとす

るからだ。絆という言葉が大震災後の流行語に

なってはならない。絆は日本の活力を取り戻す

のを後押しする。』と会場に話しかけられました。

さらに絆を強く太くして復興を後押し

　講演に続いて、本田敏秋遠野市長による主

催者挨拶が行われました。本田市長は、『す

でに 1 年が過ぎた。改めて、この東日本大震

災は無念で悔しく何とも言えない悲しみであ

る。被災地の方々にとっては、そのような状

況の中で 1 年が過ぎていった。我々は気持ち

を一つにしながら、被災者の皆様に寄り添う

ことを形にしていかなければならない。今日

の集いは、まさに復興元年に向け、絆を感じ、写真 4　遠野民芸家具によって作成された感謝楯。

写真 3　遠野高校の生徒がプレゼンテーターを努めた感謝
楯の贈呈。
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それを太くし、更に強いものにする場になっ

た。被災地の皆様の復興を力強く後押しする

決意の場であったと思う。小さな街でも全国

各地の仲間とつながれば大きな力を発揮でき

る。心と言葉のコミュニケーションは人と人

をつなげる。全国に多くの仲間がいると思っ

ている。今後もさらに絆を強め、沿岸被災地

を力強く支えていく。全国から集まって頂い

た遠野市の後方支援を応援していただいた皆

様に改めて感謝と御礼を申し上げる。』と挨

拶されました（写真 5）。

市町村と県国が一体となった
人間本位の復興

　次に、岩手県達増拓也知事（代読　岩手県

復興局廣田淳副局長） による来賓挨拶があり

ました。達増知事からは、『遠野市は沿岸被災

地後方支援連携会議を設置され、全国の自治体

や関係機関・団体連携の下、沿岸被災地への後

方支援活動を展開する上で重要な役割を果た

している。改めてこれまでのご尽力に心から

感謝と敬意を表する次第である。県では岩手

県東日本大震災津波復興計画を策定した。本

年は復興元年として実質的な復興へのスター

トとなる年である。復興への3大原則として「安

全の確保」「暮らしの再建」「生業の再生」に

向けた取り組みを一層強力に推進し、市町村

と県国が一体となり、様々な自治体の協力を

得ながら被災地、被災者に寄り添った人間本

位の復興に取り組んでいかなければならない。

皆様には引き続きご尽力とご協力をお願いし、

どうか息の長いご支援を賜りたくお願い申し

上げる。』との挨拶が伝えられました。

一人一人の心の復興、
生活の復興が真の復興

　そして、被災 12 市町村による岩手県沿岸

市町村復興期成同盟会の代表として野田武則

釜石市長による沿岸自治体からの報告が行わ

れました。

　野田市長は、『12 市町村で期成同盟会を結

成し、横の連携を深めながら県・国に対し、

様々な情報提供・要望等の活動を展開してき

た。あれほどの津波がくるとは考えていな

かった。釜石では明治 2年の三陸津波で 6000

名の犠牲を出し、当時の記録として「大海嘯

記録」で津波の恐ろしさを伝えているが、3.11

でその教訓を活かすことができなかった。

　釜石では被災者の方々は 8 月に仮設あるい

はみなし仮設に入り、まがりなりにも生活が

できる環境が出来た。220 の事業主も仮設で

事業を再開している。防潮堤のお陰で被災し

たが流されずに残った建物が多く、これらを

解体すると 80 万トン、40 年分の瓦礫となる。

県外へお願いしている。放射能は国が示す基

準以下であり、理解を得られれば早く受け入

れてほしい。本格的な集落や街の構想は意見

交換を行っている。計画も大体纏まりつつあ

る。財源確保に向けて国と地方と協議中であ

る。また、建築関係の人材と資材不足などの

課題も山積している。大槌、陸前高田は被害

も甚大で、未だに行方の分らないご遺族の皆

さん、家族の皆さんが未だ心の整理がつかな

い中で、我々は復旧復興と言う言葉を使うに

も非常に気を使っている。一方で、早く事業

を展開したい、家が欲しいと言う方もおり、

様々な方々がそれぞれの立場でいろいろな思

いをしながら現在生活をしている。被災者・

被災地のこうした現状についてご理解をいた

だきながら、今後とも変わらぬ支援をお願い

したい。一人一人の心の復興、生活の復興が

写真 5　本田敏秋遠野市長による主催者挨拶。



2012沖縄医報　Vol.48  No.6
報　　告

－ 55（685）－

なされなければ真の復興とは言えない。心の

復旧復興はなかなか難しい。これからも絆を

深めながら、被災した 12 市町村の一層の復

旧復興が進展されることを皆さんと一緒に進

めさせて頂きたい。今日のフォーラムを契機

に、そうした被災地の現状をご理解いただき

ながら更なる支援を賜りますよう心からお願

いを申し上げ被災地からの報告にさせていた

だきたい。』と報告されました。

　

「縁」が結ぶ復興への『絆』をより太く

　最後に『自治体、団体、個人がそれぞれの

立場において、被災地に寄り添い、被災自治

体が策定した復興計画を力強く後押しすると

ともに、今後も連携をさらに深め、「縁」が

結ぶ復興への「絆」を、より太くし、相互に

助け合い、支え合う』とする決議文が読み上

げられ、参加者全員から拍手がおくられて連

携と交流の決議が承認され、東日本大震災・

後方支援の集いが終了しました。

大槌町

　3月 19 日の朝、前日の東日本大震災・後方

支援の集いに出席した自治体、関係機関・団

体の代表や関係者らとともに、遠野市により

準備されたバスで釜石市ならびに大槌町の被

災地視察へ向かいました。車中では、遠野市

沿岸被災地後方支援室の菊池保夫室長の説明

で、発災当時のことから最近の状況までの説

明を受けながら当時に走った道を通り、釜石

市から鵜住居そして大槌町に入っていきまし

た。昨年の 3 月 16 日に初めて目の当たりに

した瓦礫や土砂に埋まった景色からは想像も

できないほどに片付いて、広々と更地が海ま

で広がっていました。しかし、昨年の 11 月

に訪問した時とは何も変わっていませんでし

た。菊池室長のお話では、津波によって浸水

した土地には制度によりそのまま建物は建て

られないとのことでした。では、どうやって

盛り土をしてかさ上げをするのか、高台に移

転するのか、しかし高台に土地がない大槌は

どうすれば良いのか難しい問題があるとのお

話でした。　

これからが復興のはじまり

　バスが国道45号線から県道280号線に入り、

被災後復興した「ローソン大槌町店」とショッ

写真 6　釜石から大槌町 280 号線に入る。城山体育館が見
える。

写真 8　城山公園から見た町内水門方面（南方）。写真 7　城山公園から見た町内大槌川方面（東方）。
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ピングセンター「シーサイドタウンマスト」を

過ぎると城山体育館が見えてきました（写真6）。

そして大槌小学校、仮設の役場を過ぎて城山体

育館に到着しました。

　城山公園から見た大槌町内は整然と片付けら

れたようでしたが、遠く海の近くに瓦礫が積み

上げられていました（写真7,8）。休みの日に

はこの城山体育館に多くの観光バスがやって来

るとのことでした。バスは城山を降りて大槌町

内を走り、被災した役場に到着しました（写真

9）。役場の前には献花台が置かれ、多くの花や

お供えがされていました。町には何も無くなっ

てしまって視界を遮る建物は無く、ここから

は町の隅々まで広々と見わたすことが出来まし

た。その後、この震災で壊滅した大槌北小学校

のグウランドに建てられた仮設商店街を訪問し

ました。街の中ではほとんど車や人の姿を見る

ことはありませんでしたが、ここでは多くの車

が出入りして買い物にこら

れる人々の姿を見ることが

できました （写真10）。

　今回は団体行動であった

ために大槌の皆さんとお会

い出来なかったことが心残

りでしたが、今回の訪問の

予定が終了して帰路につく

こととなりました。釜石市

に向かう沿線では瓦礫置き

場で瓦礫の処理が続けられ

ていました。

人の絆と組織の絆

　今、遠野市は後方支援のモデルケースとして

全国の自治体から注目されています。それは震

災前から全国各地の自治体との「縁」が結んだ

「絆」があり、沿岸地域の津波を考えて真摯に取

り組んでこられたからであると思います。遠野

市に学ぶことは多々あるのではないでしょうか。

　本会の医療班は昨年の 5 月 31 日に大槌町

での活動を終了して沖縄に帰りました。しか

し、その後も被災地の方々にとっての震災は

続いており、一年経過した今も様々な問題が

山のように立ちはだかっていました。人の思

いは時間が経つとうつろい忘れていくと濱

田総長は話されました。これは人の性（さ

が）なのでしょう。そして、これからは人の

絆と組織の絆を両輪にすることで被災地に寄

り添って支援を続けようと語りかけられまし

た。復興にはこれからも何年もの時間が必要

であり、さまざまな支援が必要と思われます。

このたびの震災が人々の心の中で風化しては

ならない、そして、絆という言葉が大震災後

の流行語になってはならない、震災から一年

が経って今回の集いに参加し、大槌町を訪れ

て改めて感じることが出来ました。

　今、振り返ってみると本会の大槌町医療支援

も県内医療人の「絆（思い）」と本会の「組織の絆」

があったからこそ出来たのではないでしょう

か。これからも、本会の人の絆と組織の絆がさ

らに太く強くなることを願っています。

写真 9　大槌町内 280 号線から見た県立大槌病院（左奥）と大槌町役場（右前）。

写真 10　大槌北小学校のグラウンドに造られた仮設商店街。
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　みだし常任委員会が、4 月 7 日（土）午後 4
時から宮崎市のシェラトングランデオーシャン
リゾートにおいて開催された。本年度の九州医
師会連合会は宮崎県医師会が担当することにな
り、稲倉正孝宮崎県医師会長より開会の辞があ
り会次第に沿って進められた。
　挨拶では、前年担当した池田秀夫佐賀県医師
会長より、「各県のご協力のお蔭で無事終了す
ることができた。また、横倉先生の日医会長選
挙では、松田福岡県医師会長の獅子奮迅のご活
躍により素晴らしい結果を見ることができ大変
良かった」と述べられた。
　引き続き担当県である宮崎県の稲倉会長か
ら、「前任の佐賀県の運営を参考にさせていた
だき、次期担当県の宮城沖縄県医師会長とも相
談しながら対応していきたい。
　この度の日医会長選挙は、福岡県の松田会長
をはじめ役員の先生方、また、九医連会長であ
った佐賀の池田先生のご尽力により、九医連が
推薦した横倉先生が会長に当選されたことは誠

に嬉しい限りである。
　ただ、日医が毎回会長選挙をやっていると必
ず歪が出てくるので、横倉会長には是非 3 期は
続けていただきたい。そのためも九医連がしっ
かり支えていきたいと思っている」との挨拶が
述べられた。

協　議
1）九州医師会連合会長・同副会長の互選につ

いて（宮崎）
　九州医師会連合会長並びに同副会長の選出
は、会則で「常任委員の互選」となっている。
慣例により連合会長は、本年度九州医師会連合
会担当の宮崎県医師会 稲倉正孝会長、同副会
長には次年度は本県が担当県となることから小
職（宮城）が選出された。
　任期は平成 24 年 4 月 1 日より平成 25 年 3
月 31 日まで。

九州医師会連合会第 324 回常任委員会

会長　宮城　信雄
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5）その他
①平成 24 年度九州医師会連合会行事予定につ

いて（宮崎）
　九州医師会連合会行事予定表について確認並
びに協力依頼があった。
②第 112 回九州医師会における泌尿器科分科

会の開催について（宮崎）
　宮崎県泌尿器科医会会長より、来る 11 月に
開催する九州医師会医学会における分科会で泌
尿器科医会を参加させて欲しいとの要請があ
り、その取り扱いについて協議を行ったところ、
宮崎県医師会に一任することになった。
③管内矯正施設における医療に係る懸案につい

た（福岡）
　法務局より、福岡県医師会へ九州管内矯正施
設の常勤医師の確保について協力要請があるの
で、関係する県においてご協力いただきたい旨
要請があった。
常勤医欠員施設
　刑事施設（刑務所）
　　福岡（1 名）　佐世保（1 名）　長崎（2 名）
　　熊本（1 名）　大分（2 名）
　少年院
　　人吉農芸学院（1 名）　大分少年院（1 名）
　　福岡少年鑑別所（1 名）
④鹿児島医師会顧問（元鹿児島県医師会長）鮫

島耕一郎先生のご逝去について（宮崎）
   鹿児島県医師会元会長の鮫島耕一郎先生がご
逝去され、明日（8 日）告別式が執り行われる
ことになっている。本来なら九医連会長が会葬
すべきであるが、九医連の行事が予定されてお
り、その対応は鹿児島県医師会の池田会長に一
任した旨報告があった。
　関連し、佐賀の池田会長より、去る 3 月 30
日に元佐賀県医師会副会長で九医連委員であっ
た美川隆三先生がご逝去されたことに伴い、九
医連の弔意規程に基づいて弔意を示した旨報告
があった。
⑤日医会長選挙に関するお礼（福岡）
　福岡県の松田会長より、先般の日医会長選挙
に関しては、九州が一枚岩となってご支援いた
だき当選に結びついたとしてお礼が述べられた。

2）九州医師会連合会監事の選定について（宮崎）
　九州医師会連合会の監事の選出は、会則で「委
員総会において委員のうちから選定する」こと
になっている。慣例により担当県の隣接県から
選定することとし、大分県と鹿児島県から監事
候補者を推薦することに決定し、来る 5 月 19
日に開催する定例委員総会で承認を得ることに
なった。
　任期は平成 25 年 4 月 1 日より平成 25 年 3
月 31 日まで。

3）第 325 回常任委員会並びに第 103 回定例委
員総会（5 月 19 日（土）宮崎市）の開催に
ついて（宮崎）　

　みだし常任委員会並びに定例委員総会の開催
について、日時、議事内容等について下記のと
おり決定した。
　期　日　平成 24 年 5 月 19 日（土）　
　場　所　宮崎観光ホテル
　会　議
　　①九州医師会連合会第 325 回常任委員会

（16:00 ～ 16:50）
　　②九州医師会連合会第 103 回定例委員総会

（17:00 ～ 18:10）
　　③九州医連連絡会第 13 回執行委員会

（18:20 ～ 18:50）
　　④懇親会（19:00 ～）

4）第 326 回常任委員会（6 月 1 日（金）・福岡市）
の開催について（宮崎）

　第 326 回常任委員会を、来る 6 月 1 日（金）
福岡市で開催される「九州各県保健医療福祉
主管部長並びに九州各県医師会長との合同会
議」に併せて下記のとおり開催することに決
定した。
　日　時　平成 24 年 6 月 1 日（土）　
　　　　　16：00 ～ 16：50
　場　所　ホテル日航福岡
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　去る 2 月 29 日（水）沖縄県医師会館（3F ホ
ール）に於いて、洛和会 音羽病院 院長 松村理
司先生をお招きし、『病院総合医の育成をめぐ
って』と題する講演会を行った。
　松村先生は病院総合医の育成をめぐる現状に
ついて次のように述べた。

「脇役」たちがつないだ震災医療
　去年 3 月 11 日の東日本大震災で発生した津
波被害は、通常の震災とは大きく異なり、万の
単位で多くの方々が一瞬のうちに犠牲となっ
た。今回の震災では、泌尿器科医が肺炎を診た
り、薬剤師等コメディカルが医療チームの要に
なった。
　これらのことを踏まえると、厄災が大きな次
元で起こった際には「専門」ということは必ず
しも当てはまらない。医療の中のどのチーム、
どの部隊が一番活躍するかは必ずしも分からな
いものである。
　

21 世紀半ばにかけて
超高齢社会は多病・多死時代
　21 世紀半ば、我々は多死時代を迎える。多
くの方々が亡くなる時代、現在の年間 80 万人
から大凡 170 万人近く亡くなるだろうと言わ
れている。現在 8 割は「病院死」という格好だ
が、多死時代にはどのように終末期を迎えてい
くのか。在宅やサービス付き住宅で対応できる
のか。非ガン症例、非ガン患者さん達はどのよ
うになっていくか。非常に大きな問題である。
　そのときに日本の医療界が得意とする臓器別
専門医の知識と技能、スキルの足し算と掛け算
だけでは、乗り切ることは難しい。臓器別専門
医にたくさんにかかわると、スキルあるいは知
識の足し算や掛け算となり、引き算や割り算が
出難い傾向になる。医学的工夫が求められる。
　つまり高齢者にとっては、それが高医学的な
貢献になるかどうか難しい側面がある。それぞ
れの角度からは何の問題も無いことであっても、

平成23年度沖縄県医師会勤務医部会講演会
～病院総合医の育成をめぐって～

沖縄県医師会勤務医部会 部会長　城間　寛
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担う。総合医の質や量が要である。結果として
専門医と病院総合医とのスキルミックスの厚み
が生まれると考えている。
　日本の病院勤務医は、専門医と専門医になろ
うとする人が大半である。しかも、臓器別専門
医がほとんどである。専門医は忙しく、その割
に国際的な「生産性」が低い。臓器別専門医の
互換性は乏しい。つまり、各診療科間の取り換
えがきかない。内科系専門医たちは、手が空い
ていても、手術の助手になれない。外科系専門
医たちは、手術のキャンセルで暇ができたとし
ても、忙しい内科系外来を手伝えない。専門以
外のことに携われないことがある。
　特に専門特化していない中小規模の病院にお
いては、医師の絶対数が同じなら、専門医が少
ない構造のほうが、その逆より病院崩壊をきた
しにくい。また病院再生につながりやすい。

救急医療の現場において
　日替わりメニューで専門医が救急当直し、一
次救急にも駆り出され、ふだん経験しない「非
専門」に四苦八苦する愚は、そろそろ避けた
い。こういう「各診療科（各当直医）相乗り型
救急」を墨守するのではなく、病院の一次救急
を、ER 型救急専属医や彼・彼女たちと連携す
る総合医にできるだけ任せてはどうかと考えて
いる。

理想とする総合診療
　我々が考える総合診療科というのは病院の中
において、図 1 右下の下の部分だと考えている。
間口も奥行きも広く、体積、面積の広い部分で
ある。上の部分は各臓器別である。専門科と協
調・協力していきたいというところである。こ
のところの協調・協力の部分は、実際にはなか
なか難しいところである。
　ワンランク上の病院総合医を目指していくに
は、①診断推論・臨床推論の訓練、②治療の
EBM（バランスのとれた治療）、③チーム医療
下での屋根瓦方式教育指導体制の 3 つを挙げた
い。これは何も病院総合医に特化した話でもな

全体から見ると問題が起こってくる。質の高い
総合医がおれば彼らの出番ではないかと思う。
　臓器別専門医の有り様に文句を言っているわ
けではないが、どうしてもたくさん集まると足
し算の理論になり、いわば 90 歳の高齢者に 30
種類ぐらいの薬が出ている現状がある。これら
を誰がどのように整理をするか大きな問題だと
思う。
　

「病院総合医や総合医」について
　京都府では行政が主導となり、総合診療を通
してこれからの医療を考える機会とすべく「京
都のスーパー G（ジェネラリスト）集合！」と
いうフォラームを開催した。香川県でも医師確
保対策の一環として、県庁を中心に「病院総合
医の養成」「大リーガー医の招聘（アメリカで
秀でた臨床医を招聘）」等、教育に資するよう
な取り組みを行っている。
　また、今年 1 月、厚生労働省が「総合診療医
を育成する」という記事が日本経済新聞に掲載
された。この他、全国自治体病院協議会や中医
協で活躍された先生方からも「病院総合医を専
門医の 1 つに」との発言も出ている。
　今「病院総合医や総合医」という言葉が、行
政やメディア、専門委員会等を中心に目立つよ
うになっており、流れはあるように思うが実態
として進んでいる訳ではない。

総合医が病院崩壊を救う
－専門医との協働を求めて－
　2 年ほど前に「地域医療は再生する」という
書物を医学書院から出版した。病院崩壊の打開
策として「総合医としての開業医の拡充」を挙
げた。開業医の先生ができるだけ総合医として、
より一層機能して欲しいと考えている。
　病院崩壊を救うという意味で、質の高い病院
総合医（ホスピタリスト）を更に多く養成する。
増加した病院総合医やその卵は、専門医（大半
は臓器別）とその予備軍の労働負荷の軽減にも
全力を尽くす。専門医が更に専門に特化するこ
とができる。非特異的な「非専門」は総合医が
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研修医が頭を抱えて悩んでいる部分は大変大事
なことだと思う。
　
後医は名医！
　総合医の立場から述べると「後医は名医」と
いうことなので、後医は後ろにくる医師ほど、
つまり総合医、プライマリ・ケアの立場からす
ると、後ろに立つ人、専門医ほど患者のすべて
の臨床像ができあがった姿を見やすい。一番初
めの像はなかなか難しいため、プライマリ・ケ
アの診断の能力というのは、本質的に難しいと
ころがある。
　
症例の吟味 4 種類の疾患
　結局、症例を吟味すると、4 つに分かれると
考える。「典型的症候を呈するありふれた疾患」

「非典型的症候しか呈さないありふれた疾患」
「典型的症候を呈する珍しい疾患」「非典型的症
候しか呈さない珍しい疾患」
　殆どは比較的ありふれた病気が非典型的な症
候を示すために、なかなか診断がつけにくいも
のも多い。ここを診断学という意味では症候論
として乗り切り、この辺は面白いというものが
ないと、なかなかホスピタリストのところへは
集まってこないと感じている。
　
総合診療の本質
　あらゆる病人のあらゆる症状、病気・病態を
診断する。あらゆる病人を非特異的に診る。「木
を見て森を見ず」には陥らないと常々言ってい
る。しかしながら、アイデンティティ・クライ
シスに陥ったり、疲弊困憊したりもする。また、
専門医が分けあい救急などを行っていた場合
に、ER 型の救急医と総合診療医がおれば、あ
まり出なくても良い傾向になってしまう。そう
なると、一般的に救急をしたいという専門医は
少ない。総合診療医からみれば怠慢というよう
な感じが出て、不公平感を生むこともある。
　専門医や総合医にかかわらず、その病院で働
く医師は、当然救急に携わるものであるという
部分が大きく残っていると、そういうところは

いが、診断推論や臨床推論の訓練というものは、
非常に病院総合医にとっては間口の広い領域を
扱うだけに、特に大事なものである。
　
健康問題の発生頻度と対処行動
　ある地域の一般住民の健康問題の発生頻度と
対処行動について 1,000 人を対象に 1 カ月間調
査したデータである。図 2 では、どこに勤め
ているか、どこの医療現場にいるかによって疾
病の構造や疾患の密度も変わることを示してい
る。また、検査を行った際の陽性率も変わる。
また、陽性であった際の病気の予測値も変わっ
てくる。同じ検査だとしてもその検査の意味合
いが変わってくると考えている。しかし、これ
を科学的にきちっとした形で出すのは非常に難
しい。日々の臨床の中で、先輩と若い医師たち、
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ての開業医や総合医マインドをもった臓器別内
科系専門医、後期研修医の総合医マインド、還
暦前後の勤務医、小病院の専門医など、総合医
の予備軍があろうかと思う。
　総合医の質にはリーダーの存在が必要であ
り、総合医の量には院長の理解・協力が必要で
ある。専門諸科との協働による win-win の関係
が必要である。もちろん、経済的なインセンテ
ィブを与えることが重要である。その他、専門
医認定や医学界での市民権、世間からの社会的
評価が挙げられる。

　その後、行われた質疑では、ゼネラル志向の
研修医達に継続して総合医マインドを持たせる
にはどうしたら良いか等の質問があり、松村先
生は、ホスピタリストの核となる医師がかなり
診断能力的に長け、その医師が教育に専従する
時間があり、具体的な症例をここまでみること
ができるのかという診断の妙味を示す必要があ
る。また、病院の総合医が集まり症例検討会を
定期的に行う雰囲気作りも大切であるとの考え
を示した。

割合、ER 型の救急医は少なく、そして総合医
が必ずしも育っていない。
　我々は自覚的に ER 型の救急医を育て、総合
診療医を大きくすることを行ってきた。しかし、
救急を巡り随分不公平感が出てきた。総合診療
医も専門医が専門のことをもっと一生懸命やっ
てくれている。必ずしも救急に出てこなくても、
あるいは救急現場でここぞというときにその専
門医が出てくれなければならないときに、何と
なくフットワークも遅いということになってく
ると、非常にだめである。この数年、その思い
を非常に強くしている。
　専門諸科との齟齬について、ひとつの検査所
見に拘り介入の時期を逸する。すばやく生検し
なければならないのに行わない。画像検査より
も外科的手技が必要な事態なのに、石橋を叩き
割るように画像検査を行って患者を失う。この
辺りを専門医と共にどうクリアしていけるのか
が大きな課題だと考えている。

病院総合医の活躍の鍵
　総合医は、病院総合医から家庭医、ER 型救
急医や老年科医まで幅広い。当然、総合医とし

印象記
沖縄県医師会勤務医部会 部会長　城間　寛

　2 月 29 日、勤務医部会講演会として、洛和会音羽病院の院長、松村理司先生を招いて、「病院
総合医の育成をめぐって」と言うタイトルで講演が行われた。地域医療崩壊や病院崩壊などと
言われるようになって久しいが、その原因として、「臨床研修制度の変更により、起こった」な
どと言われることもよく聞かれた。しかし、それよりも、これまで日本の医師の育成が、大学中
心或いは、学会中心に、専門医育成を目標に行われてきたため、診療分野が狭まり、現場の医療
needs に対応できなくなってきた事が、現在の状況ではないか、と言う指摘もある。
　その中で、最近総合医育成が医療崩壊対策の切り札とも言われているが、音羽病院の松村先生
方の取り組みは、非常に参考になるものであった。同じ人数の医師がいた場合に、総合医と専門
医のバランスでは、総合医が多く、専門医が少ないほうが、医療 needs に対する生産性は高まり、
病院崩壊を来たしにくいと、松村先生は主張された。そのために、音羽病院では質の高い病院総
合医（ホスピタリスト）育成を目標に、医師の研修を実施し、その実際を、紹介された。
　沖縄県では、県立中部病院の研修医制度や、宮城征四郎先生を中心とする群星沖縄プロジェク
トの研修制度が、ほぼ同様な趣旨で、研修医教育が行われている事は、沖縄県の地域医療の点か
らは、幸いなことである。平成 16 年の医師臨床研修医制度の発足は、それを目指していたもの
なので、初期研修だけでなく、それに続く制度として病院総合医という制度が定着していくこと
を期待したい。	
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　平成 24 年 3 月 2 日、県医師会館で標記講演
会を開催したので概略を報告する。
　講師の奥田弘美先生は精神科医師として臨床
に従事する傍ら、医療・健康分野へのコーチン
グの応用を提唱し、医療コミュニケーションの
ための「メディカルサポートコーチング法」、
ストレスケアのための「セルフサポートコーチ
ング法」などを体系付け、執筆・講演活動など
で紹介している。現職は相州メンタルクリニッ
ク相模大野勤務。高知大学医学部非常勤講師。
メディカル＆ライフサポート研究会主宰。

Ⅰ．メディカルサポーティング概論
1．コーチングの歴史
　コーチングは、アメリカで 1960 年代に体系
づけられた。
　背景には、スポーツのコーチが使っていた指
導スキルをベースに、心理学、カウンセリング学、

接遇学、リーダーシップ論、成功哲学などが組
み合わさって体系付けられた云われている。

2．コーチングの基本理念
　COACH の語源は馬車。「その人が望むとこ
ろまで送り届けること」という意味があるとさ
れている。コーチングは「人は無限の可能性を
持っている」「人が必要とする答えは、その人
の中に眠っている」という基本理念に従って「ひ
との目標や希望を達成するために、その人の中
に眠っている答えを引き出し、自発的行動を促
していくコミュニケーション法」と云える。

3．メディカルサポートコーチングとは？
　本家アメリカでも、その方法や理論について
は、様々な流派がある。
　日本で紹介されているコーチングも、それら
を輸入したプログラムが殆どで、やり方や方法

会員の倫理・資質向上に関する講演会
～医療コミュニケーションのヒント・メディカルサポートコーチングのご紹介～

常任理事　真栄田　篤彦
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たくさん入れることで、「あなたの話をもっと
聴かせて」といメッセージを送る。

○スキル 4「オウム返し」
　相手の語尾を繰り返すことで、「あなたの話
を受けとめてます」というメッセージを送る。
例「今日は調子がいいですね」→「調子がいい
のですね」

2．コアスキル 2　「質問すること」
　コーチング的な質問手法を使って、相手の中
から、さらにアイデアややる気を引き出す。種々
スキルが沢山あるが、骨子となるところは以下
のポイント。
○スキル 1　オープン型質問を有効に使う
　「はい」「いいえ」で答えが完了しない質問の
仕方をオープン質問という。
　「どう思うか？」「どう考えるか？」といった、
質問の仕方。
　相手が自分の言葉で話そうとするため、話題
や情報が得られやすい。
⇔クローズ型質問
　「はい」「いいえ」で答えが完了する質問。答
えやすいが、会話が広がらない。

○スキル 2　未来型、肯定型の質問を活用する
　焦点を未来に向けた、否定語句を含まない質
問で、やる気や行動力を引き出す。
例「さらに良くするためには、何が必要だとお
もう？」
　「今後、どんな行動が有効になってくるでし
ょう？」
⇔過去型、否定型の質問
　過去に焦点が向かうと、アイデアややる気が
起きにくい。
　否定語句が含まれると、責められている気持
が起こりやすい。
例「なぜ、～できなかったの？」
　 「どうして失敗したの？」

は流派によって異なるし、本体がビジネス領域
向けの内容。
　「メディカルサポートコーチング法」は、筆
者が現役医療者としての感覚をいかしてアレン
ジし、医療・健康・美容現場向けに体系づけし
なおしたコーチング法で、医療現場をサポート
していくコーチング法ということから、メディ
カルサポートコーチングと名付けた。

Ⅱ．メディカルサポートコーチング法・コア
スキル

　基本としてマスターすべきことは「聴くこと」
「質問すること」「伝えること」に大別する 3 つ
のコアスキル。
1．コアスキル 1　「聴くこと」
　人は自分のことを聴いてくれないと、相手の
言うことも受け容れられないという特性を持っ
ている。「聴く」意味を理解し実践することは、
基本的な信頼関係と親密度を構築するために非
常に重要。
○スキル 1「ゼロポジション」
　会話の際、相手の話をしっかりと受け止める
聴き方の基本中の基本。
・相手に対する先入観を排除して会話に臨む。
・聴きながら自分の思考を極力抑える。
　「こうすべきなのに」とか「それは、おかし
いだろう」といった自分の内的思考は無視し
て、とりあえず相手の話を最後まで聴く。
・相手の話の途中で、話しださない。
・沈黙を利用する。

○スキル 2「ぺーシング」
　「合わせる」という意味のスキル。人間は、
同じと言うことで安心感を高める特性を持って
いる。
　まず、視線を合わせる、視線の高さを合わせる。
声の調子、高低、大きさ、テンポ、相手のムー
ドなどもできるだけ合わせてみること。

○スキル 3「頷きと相づち」
　会話中、温かい頷きと、相づちをできるだけ
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断定や評価をされていると感じられてしまう危
険性あり。100％の真意が伝わりにくい。
②スキル 2　「許可を取る枕詞を使う」
例「これは、私の意見ですが、聞いてきいても
　　らえますか？」
　 「ちょっと耳に痛いことなんだけど、言って
　　もいいかな？」
　相手に許可を求める枕詞を使うと、その後の
メッセージのとおりが非常によくなる。
　クッションになり、ショックも和らげる。

　実際のメディカルサポートコーチングには、
今回紹介できなかった様々なコーチングスキル
が沢山あるので、詳しくは「医者になったらす
ぐ読む本～医療コミュニケーションの常識とセ
ルフコーチング～」（日本医事新報）「輝くナー
スのためのパーフェクトコーチングスキル」（学
研）にまとめてあるので参考にして頂きたい。

印象記
　当日は、パワーポイントによる具体的なスキ
ルの実践の紹介が多くあり非常に参考になった。
　医師は日頃の医療行為のなかで、外来で患者
さんや家族の方との問診の在り方や、手術前後
の説明などで、十分に理解してもらうために専
門用語を使って、決め付けた聞き方や、一方的
な質問をして、簡単に返事を端的な医学用語に
変換してカルテに記載するというパターンが多
くあることに気付かされた。
　十分なインフォームドコンセントを共有する
ためには、言葉のスキルも重要な役割を果たす
ということを理解した。今後自分も外来での患
者との会話の中にも取り入れてみたいと思った。

○スキル 3　魂をほぐす
　漠然とした言葉の魂を、オープン型質問を多
用してほぐしていく。
　相手との言葉の壁（微妙なニュアンスやイメ
ージ）を薄くすることができる。
例「まあまあ良くなった」
　〈ほぐす質問〉

「具体的に良くなったところを教えてくだ
さい」

「どんなときに、いいと感じますか？」
「前と比べて、どこが良くなりましたか？」
「まあまあということは、あまり良くない
ときもあるのですか？その状況を教えてく
ださい」

3．コアスキル 3「伝える」
　しっかり聴き、自分のために質問してくれた
相手に対しては、話し手も「あなたの言うこと
なら、耳を傾けましょう」という気持ちになる
もの。
　有効な伝え方のスキルを使って、さらに相手
に受け入れやすい言い方ができれば、コミュニ
ケーションは完璧。
①スキル 1「I メッセージで承認する」
例「私は、あなたが頑張ってくれるので、とて
　　もうれしい」
　 「私は、あなたの心遣いに、心から感激して
　　いる」
　 「私」が主語になる言い方で、相手の行動や
態度によって、自分にどのような影響を与えた
か、自分がどんな気持ちになったかを伝える。
メッセージが評価や断定という側面を持たない
ため、相手の心にそのまま届いてくれる。
⇔ YOU メッセージ
　「あなたは、～ですね」という言い方だと、
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　去る 3 月 26 日（月）、県庁 3 階第 3 会議室
において標記連絡会議が行われたので以下のと
おり報告する。

議　題
1．平成 25 年度「沖縄県保健医療計画」に

おける基準病床に関する調査について
（提案者：沖縄県医師会）

＜提案要旨＞
　平成 25 年度「沖縄県保健医療計画」につい
ては、平成 24 年度中の見直しに向けて、5 疾
病 5 事業と在宅医療についての「沖縄県医療機
能調査」のための調査票作成が進みつつある。
　保健医療計画のもう一つの役割である「基準
病床数」に関しては、病院及び診療所の一般病
床と療養病床をあわせて 2 次保健医療圏ごとに
定めるとなっている。2 次保健医療圏ごとの「基
準病床数」に関する調査・検討をどの様に進め
ていく予定か、ご教示いただきたい。

　前回の平成 19 年度は、分析が不十分な状況
下で、かつ年度のぎりぎりの時期に厚労省の計
算式より算出された「基準病床数」が提示され、
充分に検討される間もなく承認されたきらいが
あった感がする。平成 24 年度は早い時期に、
2 次保健医療圏ごとの「基準病床数」のデータ
収集を行い、充分な分析・検討がなされること
を要望する。

＜医務課回答＞
　平成 25 年 4 月施行予定の新たな沖縄県保健
医療計画については、平成 24 年度に見直し作
業を行うこととしており、基準病床数の見直し
についても、国の示す全国統一の算定式により
算定し、新たに基準病床数を設定することとし
ている。
　算定式に用いる数値は、国の人口動態調査や
沖縄県医療機能調査等によりデータ収集を行
うこととしており、今後、国から算定式が示さ

平成 23 年度第 6回沖縄県・沖縄県医師会連絡会議

副会長　安里　哲好
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　なお、地域医療再生計画の進捗状況や予算の
執行状況については、定期的に報告いただくよ
うお願いしたい。
＜医務課回答＞
1．地域医療再生計画の進捗状況について
　地域医療再生計画は、宮古・八重山及び北部
保健医療圏を対象とした一次計画（平成 22 ～
25 年度；基金額 50 億円）と、沖縄県全体（三
次医療圏）を対象とした二次計画（平成 23 ～
25 年度；基金額 21 億 6,849 万 7 千円）がある。

（1）一次計画の進捗状況について
　平成 23 年 12 月 26 日に厚生労働省に進捗状
況を報告したが、沖縄県の平成 23 年度末の執
行予定額は 25 億 714 万 7 千円（宮古・八重山
6 億 7,258 万 8 千円、北部 18 億 3,455 万 9 千円）
で、執行率は 50.1％（全国の執行率 35.7％）
となっている。

（2）一次計画の軽微な変更について
　計画作成時から 2 年経過し、新たな医療課題、
行政需要が生じており、執行残等の財源を活用
して、一次計画の目的に合致する新規需要に対
応する必要があるため、県では計画の変更の手
続きを進めている。執行残等を活用した新規事
業は、「臨床研修医確保対策合同説明会参加モ
デル事業」等となっており、平成 24 年度以降
実施する準備をしている。
　これら新規事業の追加は、厚労省の基準によ
る「地域医療再生計画の主旨に合致する 2 億円
以下の新たな事業への取り組み」に該当するも
ので、軽微な変更にあたるものである。
　県では、関係団体から新規事業案を募り、軽
微な変更を調整してきたが、平成 24 年 3 月 30
日（金）に開催予定の沖縄県保健医療協議会で
意見を聴取の上、最終決定する予定である。

（3）二次計画の進捗状況について
　平成 23 年度末の執行予定額は 2 億 5,635 万
1 千円で、執行率は 11.8％となっている。

2．離島・へき地診療所等の医療機器等整備に
　ついて
　当該事業は、一次の当初計画の事業費 1 億

れた段階で、早い時期に基準病床数を算出して
いく。
　
○主な意見交換は以下の通り
県医師会：在院日数が短くなると病床数が少な
く設定されるとのことだが、本県は在院日数は
短くどの病院も満床状態である。
県医師会：平成 16 年の改正から全医療圏で病
床過剰となっているので、基準病床が増えるこ
とはない。国は当然、病床数を抑えてくるはず
である。しかし、現状と合致するかというと、
全国ではたらい回しがあっても基準病床を改正
することはない。現状と合わない時に特例病床
という概念があり、微調整はこれから進めてい
くことである。基準病床の計算式は沖縄独自の
ものではなく、全国統一されたもので沖縄だけ
特別変えるということはできない。
県福祉保健部：次期医療計画では、在宅医療の
推進があげられている。診療所の病床が 48 時
間規制の撤廃に伴い、基準病床にカウントされ
ている。周産期と在宅を担う診療所は基準病床
に関係なく増床が可能である。診療所の病床の
あり方について、今後、県医師会と議論してい
きたい。

2．地域医療再生計画の進捗状況について
（提案者：沖縄県医師会）

＜提案要旨＞
　平成 22 年から実施されている沖縄県地域医
療再生計画について、各事業の進捗状況や予算
の執行額・執行率等をご教示いただきたい。
　特に下記事業についての詳細な状況をご教示
いただきたい。

事 業 名：離島・へき地診療所等の医療機器等
　　　　　整備
事業概要：離島・へき地診療所に妊婦管理のた
　　　　　めの胎児モニター等の医療機器を整
　　　　　備することにより、離島・へき地診
　　　　　療所等の医師等の円滑な診療実施を
　　　　　支援する。
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域の医師不足（産科医）を支援するシステムで
ある。
県医師会：責任の所在等の問題もあるので、モ
デルケースを作って進めてみては如何か。
県福祉保健部：専門医の巡回検診等で実際に産
婦人科医にみせてはどうか。
県医師会：地域医療再生基金が出来た背景は、
医療費を 10 年間削減してきた結果、地域の医
療が崩壊した。本来、診療報酬を上げることで
対応を図るべきところ、代わりに再生基金を創
設した。地域医療再生に関連するものであれば、
自由に使えるものでなければならない。

3．中部医療圏の救急告示病院の一般病床の
不足について

（提案者：沖縄県医師会）
＜提案要旨＞
　平成 22 年度の人口割合でみた県内二次医療
圏毎の救急告示病院の一般病床数は、南部医療
圏が人口 10 万人当たりで 541 床、中部地区は
325 床、北部地区は 518 床、宮古地区は 467 床、
八重山地区は 444 床となっている。中部地区

4,900 万円のうち、健康増進課所管分が 3,163
万 1 千円、医務課所管分が 1 億 1,736 万 9 千円
で、執行状況は以下の表のとおり。

3．地域医療再生計画の進捗状況や予算の執行
　状況の報告について
　県では、沖縄県保健医療協議会に地域医療再
生計画の進捗状況を報告することにしており、
平成 22 年度は平成 23 年 3 月 28 日の開催時に
報告した。
　平成 23 年度は平成 24 年 3 月 30 日に開催し、
報告する予定にしている。
　関係団体等から進捗状況の報告等の依頼があ
れば、随時対応したいと考えている。今後、県
医師会に対しては県・県医師会連絡会議におい
て定期的に、加えて、依頼があればその際に報
告または資料提供したいと考えている。

○主な意見交換は以下の通り。
県医師会：自宅等にいながら、超音波モニター
を当てて、それを主治医（看護師等）が判断す
る遠隔システムの導入を検討いただきたい。地

事業内容

H22 年度実績
（15,614 千円）

H23 年度見込み
（6,209 千円）

H24 ～ 25 年度
計画

健康増進課所管分
事業名：離島・へき地診療所等の医療機器等整備事業
事業費総額：31,631 千円
執行予定額：31,631 千円

①交付先：与那国町
　交付額：6,284 千円
　実施場所：町立与那国診療所
事業内容：超音波診断装置・産婦人科検診台の購入、産婦人科診療のた
　　　　　めの改修工事
②交付先：沖縄県離島医療組合
　交付額：9,330 千円
　実施場所：公立久米島病院
事業内容：超音波診断装置の購入、産婦人科・助産師外来機能強化支
　　　　　援（備品購入費、旅費、図書費等）
①交付先：多良間村
　交付額：6,048 千円
　実施場所：県立多良間診療所
　事業内容：超音波診断装置・産婦人科検診台の購入
　　　　　　（※旅費161千円執行済み）
予算額：9,808 千円（補助金 8,978 千円、旅費 830 千円）
事業計画：医務課及び県立病院課と協力し妊婦健診を実施している。
　　　　　もしくは、実施予定の離島町村等の医療機器等を整備する。

医務課所管分
事業名：離島・へき地診療所等の医
　　　　療機器等整備事業
事業費総額：117,369 千円
執行予定額：117,145,977円
　　　　　　　　　（H23 年度末）
交付先：県病院事業局、離島医療
　　　　組合
交付額：69,776,977 円
実施場所：伊平屋診療所他 15 施設
事業内容：システム生物顕微鏡、
　　　　　ポータブル血液分析器、
　　　　　生化学検査システム、
　　　　　CT、CRシステム等

交付先：県病院事業局
交付額：47,369 千円
実施場所：座間味診療所他 12 施設
事業内容：超音波画像診断
　　　　　システム、心電図等
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啓発
・地域医療連携事業等を実施し、既存病床の有

効活用の推進
・救急告示病院の増床について特例病床として

増床検討
　なお、特例病床については、現在、厚生労働
省と検討を進めているところである。

○主な意見交換は以下の通り。
県福祉保健部：現状をどう提示するか、現在資
料収集をしているところである。本来、特例病
床については半年から 1 年かけて調整を行っ
ているが、早急に国との協議を行うこととして
いる。
県医師会：本来、救急医療に関しても保健医療
計画に基づいて行うべきだが、そこで問題が出
るのであれば、計画をきちんと見直すべきであ
る。現状に合わせて早急に検討していただきた
い。特例病床は、あくまで微調整に過ぎない。
過去に病院自体を特例で認められた背景がある
ので、きちんと医療計画を見直し、特例のあり
方を認識すべきである。

4．琉球大学医学部附属病院の再整備計画に
おけるがん医療病床増床計画について

（提案者：沖縄県医師会）
＜提案要旨＞
　琉球大学医学部附属病院（以下、琉大病院）
は昭和 59 年に現在地西原町に新築移転したが、
それから 30 年余りが経過したため、老朽化し、
診療に支障が生じてきている。文部科学省から
も、再整備計画を立てるようにとの指導があり、
平成 26 年度の概算要求を行うべく、鋭意計画
案を練ってきたが、10 年後の沖縄県の医療事
情も考慮し、救急医療とがん診療については現
在よりも高機能の病院を目指す計画案を作成し
たところである。
　がん医療については、5 年 10 年先を考えて
みると、がん罹患者の増加、特に心疾患や脳卒
中など他の疾患に罹患している高齢がん罹患者
の増加が予想され、がん治療の主体が手術から、

は最も少なく、南部地区の 60％、北部地区の
62％にすぎない。中部地区は県立中部病院が断
らない救急を実践し文化とした地域である。平
均在院日数を 10 日まで短縮させ、病床利用率
を 104％まで引き上げ、後方病院と連携しなが
ら頑張ってきた経緯がある。
　“断らない救急” は一見して良く機能してい
るように見えるが、105％を超えないように、
観察室や廊下を使った医療が行われているにす
ぎない。そうした医療は安全な医療を提供する
という観点から見ても危険極まりなく、数年前
からベッドの確保が困難な時は救急車を断らざ
るを得ない事態が発生している。県立中部病院
が 10 月から 50 床稼働するが、現状では焼け
石に水である。
　また災害医療の対応が問われている昨今、平
時における慢性的な満床状態で、災害時に機能
するのか。この点も踏まえて、中部医療圏の救
急医療が崩壊する前に、他の二次医療圏並みに
人口 10 万人当たり 500 床を目標とし、医療提
供体制を構築して頂きたい。
　これは中部医療圏に住む患者さんが平等に医
療を受ける権利でもあると考えるが、救急医療提
供体制にかかる県の考えは如何か。

＜医務課回答＞
　ここ数年、県内の救急搬送患者が急増する傾
向が見受けられることから、県においては昨年
から県内救急告示病院の救急患者受け入れ状況
や病床利用率等の緊急調査を行い、指摘いただ
いている中部医療圏の急患受入が逼迫している
状況についても確認したところである。
　県内においては、特に中・南部医療圏におけ
る救急患者搬送数の増加が顕著であり、救急告
示病院での病床確保の困難性が高まっている反
面、救急告示病院になり得る医療機関の増加が
見込めず、現状では救急病床の増加が見込めな
い状況にある。
　県としてはこのような状況を踏まえ、次のよ
うな対応策を検討している。
・引き続き、救急告示病院の適正受診等の普及
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院の増床については、国との協議を進める必
要がある。
　県としては、病院と国との協議の状況を踏ま
えながら必要な対応を行っていく。

○主な意見交換は以下の通り
県福祉保健部：琉大の状況や県全体の状況を提
示いただき、県と大学が一緒に取り組みを行いな
がら、厚労省と調整を図っていきたい。必要があ
れば県も意見書等の文書による対応を行いたい。

5．高齢者虐待防止対策に係る医療機関との
連携について

（提案者：沖縄県福祉保健部）
＜提案要旨＞
　高齢者虐待防止件数が全国的に増加する中、
本県においても高齢者虐待は増加傾向にあり、
防止対策を推進する上で、関係機関の連携強化
が課題となっている。
　特に、医療機関については、虐待の早期発見・
早期対応・未然防止を図る上で重要な役割を果
たしていただいているものと考えている。
　現在、県内 23 市町村では「高齢者虐待防止
ネットワーク」を構築し、地域包括支援センタ
ーを中心に関係機関との連携を進めており、そ
の多くには地域の医療機関や医師会などにも参
加いただいている。
　今般、県が開催した「沖縄県高齢者虐待防止
連絡会議」において、名護市の虐待防止ネット
ワークの取り組みについて、北部地区医師会病
院や県立北部病院との連携は取れてきているも
のの民間病院との連携が進んでいないとの報告
があった。
　虐待の防止対策を進めるためには、地域のか
かりつけ医も含めた医療機関との地域包括支援
センターとの更なる連携が必要と考えるが、連
携を進める上での課題や必要な対策等につい
て、県医師会のご意見を伺いたい。

＜県医師会回答＞
　本会では、現在、高齢者虐待防止に有効な手

放射線治療、抗がん剤治療、免疫療法にシフト
していくことが予想されている。また、がん治
療後患者に対する緩和ケアのニーズも増加する
であろう。
　このような状況に鑑み、琉大病院としては、
がんの集学的治療病床と緩和ケア病床を新設す
ることを考えている。琉大病院はこれらの専門
家の人的資源を蓄積しており、県民のがん医療
のニーズに応えるべく、この発想に至ったのは、
当然のことと思われる。
　琉大病院は現在 600 床であるが、集学的治
療病床を 20 床、緩和ケア病床を 15 床作るこ
とを考えており、前者の 10 床と緩和ケア病床
については計 25 床の特例病床としての増床を
お願いしたいと考えている。
　琉大病院は、平成 20 年 2 月に沖縄県がん診
療拠点病院に指定されて以来、がん診療の均て
ん化、高度化に絶え間ない努力を続けている。
今後の沖縄県の医療計画で、がん診療における
県内各病院の役割分担が明確化していく中、先
んじてこれらの病床を作っておくことは、県内
のがん診療の進歩に繋がると確信している。
　そこで、沖縄県のがん診療に対する考え方、
琉大病院にがんの集学的治療病床と緩和ケア病
床を増床することについての考えをご教示願う。

＜医務課回答＞
　本県のがん医療提供体制については、沖縄県
保健医療計画に基づき、がん診療連携拠点病院
を中心として、専門的がん診療機関、標準的が
ん診療機関、緩和ケアを行う機関などによる連
携体制を構築し、有効な治療法を切れ目なく提
供していくこととしている。
　県では、平成 25 年 4 月からの新たな沖縄県
保健医療計画の施行に向けて、医療機能調査及
び国保レセプト調査を実施することとしてお
り、現状及び今後の課題を抽出し、平成 24 年
度にがん医療提供体制の見直しについて検討し
ていく。
　国立大学法人の増床については、国が許認
可権限を持っており、琉球大学医学部附属病
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動支援や養成数の増を図るためには、それぞれ
の地域での認知症の診断・治療等に係る実情を
把握されている地区医師会の協力を得ることが
効果的であると考えており、下記について協力
依頼を行うことを検討しているが、このことに
ついて県医師会のご意見を伺いたい。

（依頼検討事項）
　「県の取り組みと並行して、地区医師会にお
いても認知症サポート医を養成することにつ
いて」

＜県医師会回答＞
　認知症に対応するための医師の養成について
は、本県において緊要な課題であると認識して
いるが、認知症サポート医養成研修には 2 日間
を要し、日常診療の多忙な医師にとっては参加
が難しく、本会においても参加いただく医師の
選定に苦慮している状況である。
　現在、本県には 10 名の認知症サポート医が養
成されていることから、今後は、認知症対応力向
上のための研修を、地区医師会単位で行う等、県
内での研修により力を入れるべきと考える。

○主な意見交換は以下の通り
県医師会：地区医師会において認知症サポート
医を養成することについては、県で予算化をし
た上で対応いただきたい。
　自殺対策は、地区毎に対応が図られている。
認知症対策についても同様に地区毎の対応を検
討していただきたい。
　しかし、研修会を開催しても、毎回参加者が
同じメンバーになってしまう等の課題もあり、
その為の対応も検討する必要がある。
　また、認知症疾患医療センターの設置につい
ても検討していく必要があると考える。
県福祉保健部：地区医師会等と連携を図り、対
応について検討していきたい。

段が無く、特に取り組みは行っていない。
　沖縄県高齢者虐待防止連絡会議において報告
された各自治体や各団体の取り組みを参考に、
今後、医療機関でどこまで対応が可能か検討す
るとともに、各関係機関の取り組みに対し医師
会として協力していきたい。
　小児は医療機関で虐待の兆候を見つけた場合
通報することになっている。高齢者についても
同様に通報する形が良いかどうか、法的な部分
も含め確認検討したい。

○主な意見交換は以下の通り
県福祉保健部：名護市では、高齢者虐待防止に
係る取り組みとして、地域包括支援センターを中
心に、県立北部病院や北部地区医師会病院、宮里
病院等の医療機関や、警察・消防また弁護士等と
の連携協力体制を整備し、虐待対応の総合的な評
価や取り組みを行っているところである。
　今後とも、診療を通して高齢者の不審な怪我
やあざ等の状況把握及び情報提供についてご協
力いただくとともに、各地域における高齢者虐
待に係る連携協力体制の整備等についてもご協
力をいただきたい。

6．認知症サポート医の養成に係る協力依頼
について（提案者：沖縄県福祉保健部）

＜提案要旨＞
　本県においては、高齢者の約 17％（約 6 人
に 1 人）に何らかの認知症の症状が見られる状
況であり、その人数も増加傾向にある。
　県では、認知症の地域医療支援として認知症
サポート医の養成、かかりつけ医認知症対応力
向上研修に取り組んでいる。
　このうち認知症サポート医については、県に
おいて毎年度 2 人ずつ、平成 23 年度現在で 10
人を養成し、かかりつけ医への助言や地域包括
支援センターとの連携推進等にご尽力いただい
ているところだが、診療業務との両立の困難さ
などの課題があり、養成数の増を図る必要があ
ると考えている。
　県では、地域における認知症サポート医の活
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○窓口支払いの自己負担限度額は所得により異
なるため、所得区分を確認するため、窓口で、
下記の証明証を提示していただくことが必要
である。

○県、市町村では、広報誌等で周知を図ってい
るところである。

○各医療機関においても、制度の周知を図って
いただき、外来における現物給付の円滑な実
施について協力をお願いする。

9．平成 24 年度市町村国民健康保険被保険
者証について（提案者：沖縄県福祉保健部）

＜提案要旨＞
○沖縄県における市町村国民健康保険被保険者

証（国民健康保険被保険者証、退職被保険者
証）については、保険者証の更新忘れを防ぐ
観点から、これまで全県統一で、毎年色を変
えて交付してきたところである。

○平成 24 年度の被保険者証は、銀鼠色として、
沖縄県国民健康保険団体連合会から各市町村
に対し、事前に周知が行われたところではあ
るが、豊見城市、宮古島市においては、平成
24 年度の被保険者証を 23 年度と同じ空色で
交付している。

○被保険者証の色については根拠規定はなく、

7．東日本大震災の被災者にかかる一部負担
金の取扱いの変更について

（提案者：沖縄県福祉保健部）
＜提案要旨＞
○平成 24 年 2 月 29 日までとされていた東日

本大震災の被災者にかかる一部負担金の減免
については、平成 24 年 3 月 1 日以降も延長
となった。

○福島原発事故に伴う警戒区域等の全ての住民
の方については、平成 25 年 2 月 28 日まで、
東日本大震災による被災区域の住民の方で、
国民健康保険制度、後期高齢者医療制度、全
国健康保険協会の被保険者については、平成
24 年 9 月 30 日まで、医療機関等の窓口で免
除証明書を提示することにより一部負担金が
免除となる。（震災発生後、他市町村へ転出
した方を含む。）

○国民健康保険、後期高齢者医療制度、全国健
康保険協会の被保険者については、免除証明
書の有効期限が平成 24 年 2 月 29 日までと
記載されている場合でも、引き続き使用する
ことができる。

○県では、被災者受入対策チームを通し、被災
者の方々に対し、情報を提供しているところ
である。

○加入する医療保険により取扱いが異なるもの
であり、各医療機関に周知を図っていただき、
被災者にかかる一部負担金の取扱いが適切に
行われるようご協力をお願いする。

8．外来診療における高額療養費の現物給付
の導入について

（提案者：沖縄県福祉保健部）
＜提案要旨＞
○平成 24 年度 4 月 1 日から、従来の入院医療

に加え、外来診療についても、現物給付制度
が導入される。

○同一医療機関で同一月の窓口負担が事項負担
限度額を超え、高額となった場合は、限度額
適用認定証等を提示することにより、窓口で
の支払いが自己負担限度額までとなる。

※平成 24 年 3 月 31 日以前に交付された限度額適用認定
証又は限度額適用・標準負担減額認定証も、認定証等に
記載されている有効期限まで、使用可能です。

年齢

一般

70歳未満

非課税
世帯

限度額適用・
標準負担額減
額認定証

※事前手続き要

限度額適用・
標準負担額減
額認定証

※事前手続き要

限度額適用・
標準負担額減
額認定証

※事前手続き要

限度額認定証
※事前手続き要

限度額認定証
※事前手続き要

後期高齢者医療
被保険者証

高齢受給者証

上位所得者
（70歳未満）
現役並み所得者
（70歳以上）

75歳以上

70歳以上
75歳未満

所得
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いただき、患者からの問い合わせ等に対し適
切に対応していただくようお願いする。

　上記の協議題 7、8、9 については、県より
一括して報告が行われた。

○主な意見交換は以下の通り
県福祉保健部：東日本大震災被災者にかかる一
部負担金の取扱い、外来診療における高額療養
費現物給付の導入、及び平成 24 年度市町村国
保被保険者証の切替について、医師会からも各
医療機関に対し周知をお願いしたい。
県医師会：国や県、及び日医を始めとする各関
係団体からの通知等は、取り纏めて毎月発刊し
ている県医師会報付録、並びに本会ホームペー
ジへ掲載し、会員並びに各関係団体へ周知を図
っている ｡ 今回の提案事項の件についても同様
に周知徹底を図りたい。

空色の被保険者証も、問題なく使用すること
ができる。

○しかしながら、これまで、慣例として、被保
険者証の色については、県内 41 市町村で統
一的な取扱いをしてきたことや、平成 24 年
度の国保の被保険者証は銀鼠色として、テレ
ビ、ラジオ、ポスター等を活用し広報を行っ
ていることから、被保険者証の色に関する問
い合わせが、既に被保険者から市町村等に寄
せられている。

○また、医師会等関係機関に対しても、国保連
合会から 24 年度の市町村国保の被保険者証
は銀鼠色との説明を行ってきたところであ
り、豊見城市、宮古島市の被保険者証の色に
ついては、再度周知を図る必要がある。

○今後、関係機関に対しましては、国保連合会
から文書で通知を行うこととしているが、医
師会においても、各医療機関に周知を図って

印象記
　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　副会長　安里　哲好

　平成 23 年度の最後の会議は 3 月末に行われ、9 議題が提案され、年度末の儀礼的挨拶に止まる
と言うことには成らなかった。当会から 4 議題と、福祉保健部から 2 議題と 3 項目についての協
力依頼があった。
　議題 1．「平成 25 年度『沖縄県保健医療計画』における基準病床に関する調査について」は、
平成 24 年度の早い時期に「基準病床数」のデータ収集を行い、充分な分析・検討がなされるこ
とを要望した。全国の病床利用率は 70％、平均在院日数は 17.8 日と沖縄県の救急告示病院の病
床利用率は 95 ～ 104％、平均在院日数は 9 ～ 14 日と極端な違いをどのように解釈して行くのか。
おそらく、新規入院患者は他府県に比べ 2 倍以上で、すなわち 2 倍忙しく回転していることを示
している。保健医療計画は地域の医療現場に沿った改善や対策がなされるのが望ましいと日医は
強く訴えているし、国もそれを求めている。
　議題 2．「地域医療再生計画の進捗状況について」は、一次計画の進捗状況は執行率 50.1％（全
国の執行率 35.7％）で、執行されてない事業の一部の費用を他の目的に使用する予定との事（一
次計画の軽微な変更）と述べていた。事業内容について、当事者同士の検討がなされておらず、また、
医療現場の事業者が事業の趣旨を理解せず或いは全く知らされていないのが現状でなかろうかと
危惧する。ちなみに、一次計画における「IT を活用した地域医療連携システムの構築」の事業者
は沖縄県病院事業局と北部地区医師会となっている。予算が 3 億 7,500 万円の内、2 億 9,500 万
円は県立北部病院の電子カルテ導入に充当（現場の自助努力で比較的安価で導入されている）し、



2012沖縄医報　Vol.48  No.6
報　　告

－ 74（704）－

残りは県立北部病院・北部地区医師会病院・地域の医療機関・診療所等における医療連携に使用
することになっていたが、おそらく事業者間の話し合いや了解も無く、軽微な変更の事業のため
に没収されているようである。早々に問題を提起し、その改善が望まれる。
　議題 3．「中部医療圏の救急告示病院の一般病床の不足について」は、中部地区医師会からの提
案で、中部医療圏では救急告示病院の一般病床が極端に不足している現状を数字と図で持って報
告し、福祉保健部の考えについて伺った。対応策は文中の医務課回答を参照頂きたい。
　議題 4．「琉球大学医学部附属病院の再整備計画におけるがん医療病床増床計画について」は琉
球大学医学部附属病院よりの提案で、がんの集学的治療病床 10 床と緩和ケア病床 15 床の特例病
床の増床についてである。福祉保健部は平成 24 年度にがん医療提供体制の見直しについて検討し
て行くと同時に、琉球大学医学部附属病院の増床については、国が許認可権限を持っており、病
院と国との協議を踏まえながら必要な対策を一緒に行っていきたいと述べていた。
　議題 5．「高齢者虐待防止対策に係る医療機関との連携について」は、県医師会は特に取り組み
は行っておらず、各自治体や各団体の取り組みを参考に、医療機関がどこまで対応が可能かを検
討するとともに、各関係機関の取り組みに対し県医師会として協力して行きたいと述べた。
　議題 6．「認知症サポート医の養成に係る協力依頼について」は、福祉保健部より、認知症サポ
ート医の育成に際し、地区医師会の協力についての意見を求められた。本会では、認知症サポー
ト医養成研修には 2 日間を要し、医師の選定に苦慮している現状である。すでに 10 名の認知症
サポート医が養成されているが、今後は県の予算化の下で、各地区医師会で認知症サポート医の
養成や対応能力の向上のための研修が望まれ、かつ認知症対策は地区ごとの対応を検討していた
だきたいと要望した。
　議題 7．「東日本大震災の被災者にかかる一部負担金の取扱いの変更について」、議題 8．「外来
診療における高額療養費の現物給付の導入について」と議題 9．「平成 24 年度市町村国民健康保
険被保険者証について」は福祉保健部より一括して説明と協力依頼があった。本会では国や県お
よび日医をはじめとする各団体からの通知等を取り纏め、毎月発刊している県医師会報付録、並
びに本会ホームページへ掲載し、会員並びに各関係団体へ周知を図っており、今回の提案事項の
件についても同様な周知を図りたいと述べた。
　小生は平成 19 年度から 5 年間、沖縄県（福祉保健部・病院事業局）と県医師会との連絡会議
を担当して来た。その間、各地区医師会、県立病院、琉大病院そして県医師会の理事者や県立看
護大学等よりの多方面にわたる多くの要望や課題が提案され、沖縄の保健・医療・介護・福祉の
現状と近未来について、県行政と共に話し合い検討し、可能な限りの改善を進めて来た。今後も
医療現場の要望をくみ取り、地域医療の現場に沿った改善を推進して行く県医師会でありたいと
強く願っている。


